2016年11月26日～27日
吉永小百合・山田洋次、南スーダン、日英ACSA、野党共闘、政治資金、会期延長・政局、カストロ死去、パナマ文書、トランプ、社説
吉永小百合さん・坂本龍一さん「核なき世界向け行動を」
朝日新聞デジタル高木智子、田井良洋2016年11月26日19時41分

カナダの朗読会で坂本龍一さんのピアノに合わせ、詩を朗読する吉永小百合さん＝５月３日、カナダ・バンクーバー、内田光撮影




　俳優の吉永小百合さんと音楽家の坂本龍一さんが１２月１９日、チャリティーコンサート「平和のために～詩と音楽と花と」（朝日新聞社主催）を大阪・中之島のフェスティバルホールで開く。２人は「核なき世界」に向け、今こそみんなで考えて行動する機会にしたいと、その思いを語った。
　「戦争のこと、原爆のこと、福島のこと。忘れないで語り継ぐことが大事。小さな声、小さな力でしかないけれど継続しかない」
　吉永さんは原爆詩の朗読を３０年にわたって続け、福島の原発事故をめぐる詩も読んできた心境を語る。
　吉永さんは１９４５年３月、大空襲直後の東京で生まれた。「防空壕（ごう）で生まれたようなもの」。ものが言えなかった戦時中を思い、「そうならないよう言い続ける」と考えてきた。被爆者を描いた映画やドラマへの出演をきっかけに、原爆詩の朗読を始めた。「あの年に生まれた者の役目」と見定める。
　いま国際社会に目を向けると、米国の「核の傘」の下にある日本政府は先月、核兵器禁止条約に向けた国連決議に反対票を投じた。「核廃絶に積極的でなく悲しい」。東日本大震災後は原発事故があった福島に通い続け、仮設住宅に暮らす人たちと交流。故郷を奪われ、帰りたくても帰れない苦悩に触れて「もっと寄り添い、忘れずにいたい」と思いを強める。
　コンサートでは、広島の詩人・栗原貞子の原爆詩「生ましめんかな」、福島で被災した佐藤紫華子（しげこ）さんの詩「一時帰宅」、沖縄の小学生の詩「へいわってすてきだね」など約２０編を読む。広島、長崎、沖縄、そして福島。吉永さんは「全部つながっている。いま、生きることを見つめることが大事な時期。舞台と客席が一体になり、ひとつの作品がつくれたら」と話す。
　吉永さんは坂本さんと５月、カナダ・バンクーバーで朗読会を開き、若者らに「核なき世界」への願いを発信。国内にも広げたいと大阪での開催を決めた。
　米ニューヨーク在住の坂本さんは、日本の核武装を容認する発言をしたトランプ氏が米大統領になることに触れ、「暗黒世界に落ちたように感じる。そうでなくても世界中に紛争やその種があふれていて、１世紀前ならいつどこで世界大戦が勃発してもおかしくない」と指摘。今回のコンサートについて「平和は放っておいても保たれるわけではなく、常に努力しなければならない。暴力の種に対しては、いつも見逃さないようにしたい。そんなことを考えるきっかけになればうれしい」と話す。
　コンサートは１２月１９日午後６時３０分開演。シンガー・ソングライターの大貫妙子さん、ギタリストの村治佳織さん、能楽笛方家元の藤田六郎兵衛（ろくろびょうえ）さん、華道家の辻雄貴さんらも趣旨に賛同して出演する。全席指定８千円（寄付金３千円含む）。広島、長崎の原爆資料館の運営団体や被爆者団体、東北ユースオーケストラなどに寄付する。問い合わせはキョードーチケットセンター（０５７０・０８・９９７０）へ。（高木智子、田井良洋）
昭和が薫る　「モラルと人情」　山田洋次ミュージアム改装

東京新聞2016年11月27日 朝刊

　国民的人気映画「男はつらいよ」などで知られる山田洋次監督の足跡をたどる「山田洋次ミュージアム」（東京都葛飾区柴又）が二十六日、二〇一二年の開館以来初めて展示をリニューアルした。記念式典で山田監督は「昭和の下町で人々が暮らし、モラルと人情が築かれたことが分かる博物館になってほしい」と語った。
	展示品の映写機に手を伸ばす山田洋次監督＝２６日、東京都葛飾区で
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　リニューアルでは、近作「小さいおうち」「母と暮せば」を新たに展示に含めたほか、次作の制作状況などを写真で紹介。展示品の映写機の前に掲げられたスクリーンは、新たにフィルムをかたどったものに刷新された。

　映画はデジタル制作が主流に移っているが、フィルムでの映画制作にこだわる山田監督らしく「フィルムの時代が今終わろうとしていることを感じてほしい」と語り、いとおしそうに映写機を操作していた。

　この日は、「男はつらいよ」のロケ地となった国内外の十七市町村が集まる「寅（とら）さんサミット」が、近くの柴又帝釈天一帯で開幕。各地から出店で名産品の販売や観光ＰＲが行われ、多くの人でにぎわった。サミットは二十七日まで開催。

「寅さんいつまでも愛して」　柴又で「サミット」開催　山田監督があいさつ

東京新聞2016年11月26日 夕刊

	 「寅さんサミット」開会式であいさつする山田洋次監督（中央）＝２６日午前、東京都葛飾区の柴又帝釈天で
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　国民的人気映画「男はつらいよ」のロケ地が集まる「寅（とら）さんサミット」が二十六日、東京都葛飾区柴又の柴又帝釈天一帯で開幕した。北は秋田県鹿角市から南は宮崎県日南市まで国内十六市区町村とオーストリアのウィーンが参加。映画シリーズに登場する日本の原風景の魅力をどう伝えていくかなどを話し合う。昨年に続き二度目のサミットには、茨城県常総市や岐阜県中津川市、下呂市など六市が新たに参加。岐阜県内でさかんな地歌舞伎など、各地の伝統芸能が披露された。

　開会式に招かれた山田洋次監督は「（主人公車寅次郎の）名前を冠したイベントを行ってくれるのはありがたい。シリーズが皆さんに愛され続けて欲しい」とあいさつした。この日は帝釈天近くで二〇一二年に開館した、山田監督の足跡をたどれる「山田洋次ミュージアム」も初めてリニューアル。近作「小さいおうち」「母と暮せば」を展示内容に新たに加え、次回作の制作状況などを写真で紹介している。

　サミットは二十七日まで。各地域の出店が名産品の販売や観光ＰＲを行う。二十七日午後一時からは、帝釈天内で「男はつらいよ　寅次郎恋愛塾」の上映会があり、主人公車寅次郎の妹さくら役を務めた倍賞千恵子さんのトークショーなどがある。　（大平樹）

軍縮巡り「各国代表」駆け引き　国内初の模擬国連閉幕
朝日新聞デジタル林将生、金井和之 染田屋竜太2016年11月26日18時03分

模擬国連の委員会で各国代表となり、議題に対して札を上げて賛意を示す学生たち＝２４日、神戸市中央区、橋本弦撮影






　神戸市で開かれていた「模擬国連」の世界大会が２６日、閉会した。世界の学生たちが、本物さながらに国際問題を議論した。国内では初開催。国連で日本の存在感が高まるきっかけになればと期待が高まる。
　模擬国連は、全米学生会議連盟の主催で、今回は神戸市外国語大がホストを務めた。参加したのは１０カ国から来た約３００人と国内１５大学の約６０人。参加者は自国以外の国の代表となり、四つの委員会で２３日から議論を続けた。
　大量破壊兵器の廃絶をテーマにした「国連総会」では、各代表の意見表明が中断する間、議場内外で学生たちが英語で議論を始めた。「国際的な監視システムが必要だと思う」「それは我が国の核政策と折り合わないよ」
　欧州のエストニア代表役を務める岡山大２年の高木理世（みちよ）さん（２１）は交渉の難しさを実感したという。将来は国連の関係機関への就職も考える。「話を聞くだけでは流されてしまう。こちらの主張に導くのは難しいけど、もっと議論の中心にならないと」
　神戸市外大４年の早川航洋（こうよう）さん（２２）はアフリカのウガンダ代表として、防災がテーマの「経済社会理事会」に参加。意見表明の中断時には、災害に強い都市計画を多国間で協議する場が必要だと各国代表に繰り返し説明した。実際の外交では非公式での話し合いが重要で、交渉術もカギになる。「自分は引っ込み思案だけど、少しは克服できたと思う」と手応えを語った。
　神戸市外大の船山仲他学長は「国際社会では声を出さないことは存在しないことに等しい。声をあげるには経験を重ねていかなければならない」と話す。（林将生、金井和之）【続きあり】
兵庫）神戸で日本初の模擬国連始まる　学生３５０人集う
朝日新聞デジタル金井和之、林将生2016年11月24日03時00分

開会を告げる木づちを振り下ろす事務総長役の谷幸穂さん＝神戸市西区学園東町９丁目の神戸市外国語大


　日本で初めて開かれた「模擬国連」の世界大会。神戸市外国語大（神戸市西区学園東町９丁目）で２３日にあった開会式には、国内外から約３５０人の学生たちが集まった。国際社会が抱える様々な問題について、本物の国連さながらに２６日まで神戸国際会議場（同市中央区）などで議論を交わす。
　模擬国連は全米学生会議連盟（ＮＣＣＡ）が主催し、会議はすべて英語で進行する。毎春、米ニューヨークにある国連本部施設などを使い約５千人の学生が参加するほか、秋には各国の大学がホスト役となって開く世界大会がある。これまでイタリアやフランス、韓国などで開かれた。
　今回は神戸市外大が創立７０周年記念事業として誘致し、初めて日本開催が実現した。神戸市外大の学生約３００人が大会の運営を支える。
　開会式には久元喜造・神戸市長…【続きあり】
防護部隊の首都展開受け入れ＝南スーダン政府が決定
　【ロンドン時事】ＡＦＰ通信によると、南スーダン政府は２５日、民間人保護や空港などの施設防護を担う周辺地域国による部隊の首都ジュバへの展開を受け入れることを決めた。
　キール大統領が主宰した２５日夜の閣議後、政府高官は「内閣は全会一致で地域防護部隊の展開を今後、いつでも許可することを決定した」と述べた。
　ジュバでは７月に政府軍とマシャール前副大統領派の激しい戦闘が発生し、民間人を含む多数の死者が出た。これを受け、国連安保理は８月、日本の陸上自衛隊も含む１万２０００人規模の国連南スーダン派遣団（ＵＮＭＩＳＳ）に追加する形で、武力行使の強い権限を与えられた４０００人規模の防護部隊派遣を決めた。
　キール大統領は当初、「主権が侵害される」として受け入れを拒否したが、国際社会からの批判が強まる中、態度を軟化させた。（2016/11/26-20:14）
産経新聞2016.11.26 07:17更新 
【一筆多論】日本と自衛隊の安全損なう「リスク論」の氾濫　榊原智
　南スーダン国連平和維持活動（ＰＫＯ）に派遣される自衛隊の安全に配慮するのは当然だが、過剰ともいえるリスク論の横行には違和感がある。日本と自衛隊の安全を損なうからだ。
　南スーダンＰＫＯで「駆け付け警護」や「宿営地の共同防護」の新任務を与えられた陸上自衛隊の１１次隊が、首都ジュバの宿営地に順次展開中だ。
　１０次隊から指揮権を引き継ぐ１２月１２日から、新任務が適用される。安全保障関連法に基づき、稲田朋美防衛相が行動命令を下した。施設科主体の３５０人規模の派遣部隊のうち、第５普通科連隊中心の警備部隊約６０人が新任務を主に担う。
　国会やメディアでは「未知の領域」などと、リスク論がかまびすしい。その多くが安保関連法反対、新任務反対の立場から唱えられている。隊員の安全を心配しているようでも本物とは思えない。
　集団的自衛権の行使容認へ憲法解釈を変更したときも、安保関連法案の審議中もそうだった。災害派遣以外は自衛隊に批判的か、軽視してきた左翼・リベラル陣営から隊員を心配する声が起こった。
　「おためごかし」というほかない。安保関連法を敵視するばかりに、リスク論を連呼しているのだろう。
　駆け付け警護は国連や非政府組織（ＮＧＯ）の職員らが危難に陥ったとき、救いの手を差し伸べる任務だ。危険な地だから自衛隊が派遣されている。部隊の選択肢に駆け付け警護を含むのは人道上当たり前だ。
　確かにリスクは高まる。しかし、だからまかりならぬというのでは、非人道的すぎる。日本と自衛隊の名誉を顧みない恥ずかしい発想でもある。
　そもそも自衛隊は、尖閣諸島をはじめとする領土、領海、領空を守り抜く戦いに備えている。日本は安全地帯で、ＰＫＯばかりが危ないと思っているなら、能天気すぎる。
　もちろん、駆け付け警護に割ける兵員の数や装備には限界がある。無謀な行動をとることはない。現地情勢を踏まえ、実施の可否を判断することになる。
　幾つかのＰＫＯやイラク派遣、ルワンダ難民のためのザイール（当時）への派遣では、先の大戦で力戦奮闘した日本軍に関する記憶、イメージが現地にあった。自衛隊と重ねられ、派遣部隊を守った面があった。
　政治家やメディアがリスクばかりを論じていては、かえって危うい。決して友好的とはいえない日本の周辺国の政府や軍部、世界のテロ勢力などへ「日本与（くみ）し易（やす）し」「自衛隊へ手出しをしてもいい」というシグナルを発することになってしまう。
　日本人も自衛隊も侮られ、先達が命がけで築いてくれた「強い日本軍」に重なる印象という“財産”を削ってしまう。日本防衛上も国際貢献上もマイナスとなる愚かな議論である。
　石原慎太郎元東京都知事は本紙で、自衛隊が現場へ十分な麻酔薬を携行できていない態勢にあると指摘した。必要なのは、このような「強い自衛隊」をつくる議論と早急な対応だ。任務遂行の態勢をいかにとるか。その議論こそ抑止力を高め、平和を保つ方向へ働く。（論説委員）
日英、物品提供協定を初締結へ　来年1月、中国にらみ連携強化

共同通信2016/11/26 19:59

　日英両政府は来年1月にも、両国間で初めてとなる物品役務相互提供協定（ACSA）を締結する方向で最終調整に入った。安全保障関連法に基づき、自衛隊と英国軍の間で弾薬提供も可能にする内容を盛り込む方向で検討している。日本政府関係者が26日明らかにした。来年の早い時期に外務・防衛閣僚協議（2プラス2）を開催できないか調整も進める。

　トランプ次期米大統領によるアジア・太平洋地域の安保政策が不透明な中、日本は欧州各国の中で最も防衛協力が進む英国と連携を強化することで、中国が軍事拠点化を図る南シナ海問題などへの関与を促す狙いだ。

弾薬提供　日英で協定へ　来年１月目標に調整

東京新聞2016年11月27日 朝刊

 　日英両政府は来年一月にも、両国間で初めてとなる物品役務相互提供協定（ＡＣＳＡ）を締結する方向で最終調整に入った。安全保障関連法に基づき、自衛隊と英国軍の間で弾薬提供も可能にする内容を盛り込む方向で検討している。日本政府関係者が二十六日明らかにした。来年の早い時期に外務・防衛閣僚協議（２プラス２）を開催できないか調整も進める。

　日英ＡＣＳＡでは、国連平和維持活動（ＰＫＯ）や人道的な国際救援活動、共同訓練などで適用する方針。安保法は、日本の平和と安全に重要な影響を与える「重要影響事態」などで米軍以外の他国軍も後方支援対象とし、弾薬の提供も可能としている。日英ＡＣＳＡでも反映させる方向だ。

　協定は署名により締結され、国会の承認手続きを経た後、発効する。稲田朋美防衛相は今月、国内で実施された空自と英空軍の戦闘機による初の共同訓練の記念式典に出席し、日英の防衛協力の促進に期待感を示した。

　日本は安保分野を巡って協議し、南シナ海問題や北朝鮮問題を話し合いたい考えだ。

ＴＨＡＡＤ、検討本格化＝北朝鮮対応で防衛省
　防衛省は、米最新鋭地上配備型迎撃システム「高高度防衛ミサイル（ＴＨＡＡＤ）」導入に向けた本格検討に入った。近く若宮健嗣防衛副大臣をトップとする検討会を設け、来夏までにミサイル防衛（ＭＤ）態勢強化についての具体策を取りまとめる方針だ。
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　ＴＨＡＡＤ導入をめぐっては、次期中期防衛力整備計画（２０１９～２３年度）での配備を目指し、省内で検討を進めてきた。しかし、今年に入り、北朝鮮が２０発以上の弾道ミサイルを発射。技術力を向上させ、核弾頭の小型化も進んでいるとみられていることから、導入を急ぐ必要があると判断した。
　現在、日本のＭＤ態勢は、（1）イージス艦搭載ミサイル「ＳＭ３」による大気圏外での迎撃（2）撃ち漏らした場合、地対空誘導弾パトリオット（ＰＡＣ３）が大気圏内の高度十数キロで迎撃－する二段構え。ＴＨＡＡＤが導入されれば、大気圏内に再突入する弾道ミサイルをＰＡＣ３の射程圏より高い高度で撃ち落とすことができ、防護範囲が拡大する。
　ＴＨＡＡＤは在韓米軍への配備が決まっており、日米韓での情報共有や効率的な運用も期待される。稲田朋美防衛相は来月中旬に米領グアムを訪問し、米軍に配備されているＴＨＡＡＤを視察する予定だ。防衛省はＴＨＡＡＤのほか、陸上配備型イージスシステム「イージス・アショア」導入も想定している。
　ただ、いずれも導入費用は数千億円規模とされ、「予算獲得は容易でない」（防衛省幹部）ことから、ＭＤ態勢強化への国民の理解が必要となってくる。中国の反発も予想され、導入には課題も多い。（時事通信2016/11/26-05:04）
対北防衛強化２０００億円…ＰＡＣ３射程２倍に

読売新聞2016年11月27日 06時00分

　政府は、２０１６年度第３次補正予算案を編成する方針を固めた。

　複数の政府関係者が明らかにした。総額は１兆円前後になる見込み。経済対策関連の予算は計上せず、北朝鮮の相次ぐ弾道ミサイル発射を受けたミサイル防衛システムの強化に、２０００億円弱を盛り込む方向で最終調整する。

　安倍首相が、近く麻生財務相に編成を指示する方向で、政府は１２月中旬にも閣議決定し、来年の通常国会に提出する予定だ。



　ミサイル防衛関連では、地上配備型誘導弾「ＰＡＣ３」の改良型の購入費や、改良型ＰＡＣ３を搭載するためのシステム改修費として計約１８８０億円を計上する。現在配備されているＰＡＣ３は、射程約１５～２０キロとされるのに対し、改良型の射程は約２倍となる。防衛省は、１７年度予算の概算要求に購入費などを計上していたが、一部を前倒しする。

米軍訓練、地元容認待たず日米合意　京都・福知山

京都新聞2016/11/26 08:23

　陸上自衛隊の福知山射撃場（京都府福知山市）を日米で共同利用することについて、京都府と福知山市が受け入れを検討していた時期に、両政府の組織で先に合意していたことが25日、京都新聞の防衛省などへの取材で分かった。政府は同日、共同利用を閣議決定し、府内では米軍通信所のある経ケ岬（京丹後市）に次ぐ米軍施設として実弾射撃訓練が可能になったが、国の姿勢に京都の関係者からは不満や不信感を示す声も上がっている。

　2014年開設の経ケ岬通信所の米軍人・軍属は静岡県の米軍キャンプ富士で射撃訓練を行っている。遠距離のため、米軍が日米地位協定に基づき、福知山射撃場の「共同利用施設」指定を防衛省に求めた。

　山田啓二府知事と大橋一夫福知山市長は今月7日、軍人らの集団移動の厳守や、射撃場周辺へのフェンス・防音壁設置などを要請した。自治体には訓練実施の可否を決める権限は無いが、山田知事は要請時、共同利用の容認に関し「国から回答をもらった上で最終判断する」と述べていた。

　防衛省は翌8日、フェンスや騒音対策について府と市に回答。同じ日に、日米合同委員会で射撃場の共同利用を合意していた。

　後日、防衛省近畿中部防衛局が日米合意を京都府に報告。府の担当者が、府の判断前に合意した点を問いただしたところ、防衛省は「日米合同委員会の合意は事務手続きで、閣議決定が政府の意思表示になる」と答えた、という。

　府と福知山市は、防衛省の回答内容を検討し、14日、安全・騒音対策の着実な実行を申し入れ、事実上の受け入れ容認を伝えた。

　大橋市長は「法律上、（容認の可否について）意見を言える立場にはないが、やりとりしている途中で、合意があったのなら遺憾だ」と話している。

しんぶん赤旗2016年11月27日(日)

朝鮮有事で直接出撃　横田配備予定のオスプレイ　衆院決算委で宮本徹氏追及

　在日米軍横田基地（東京都）への米空軍特殊作戦機ＣＶ２２オスプレイ配備計画について、日本共産党の宮本徹議員が２５日、衆院決算行政監視委員会で「朝鮮半島有事で米軍が直接日本から出撃し、日本が交戦国とみなされる、日本の主権にかかわる重大問題だ」と追及しました。横田基地へのＣＶ２２配備は昨年５月、米国防総省が発表。２０１７年後半に３機、２１年までに７機を追加し、計１０機を配備する計画です。
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（写真）質問する宮本徹議員＝25日、衆院決算行監委


　宮本氏は、ＣＶ２２の配備は、アジア・太平洋地域の有事での米軍特殊作戦部隊の迅速な対応のためで、防衛省作成の冊子もＣＶ２２の輸送対象に在韓米特殊作戦コマンドが含まれていると指摘。「朝鮮半島有事に、ＣＶ２２が横田基地から出撃するということになる」と追及しました。

　防衛省の前田哲防衛政策局長は「米軍の運用に関することで、答える立場にない」などとしながら、横田基地配備のＣＶ２２は「アジア太平洋地域に所在している米軍の特殊作戦部隊を運ぶのが任務だ」と認めました。

　宮本氏が韓国内の報道で、米韓の作戦計画が北朝鮮指導部への攻撃などに特殊作戦部隊を投入する計画になっていると質問。稲田朋美防衛相は「承知している」と述べました。

　日本の基地からの米軍の戦闘行動に事前協議を義務付けた１９７２年の政府統一見解は戦闘行動の典型に「空挺（くうてい）部隊の戦場への降下」をあげています。宮本氏は「政府はいままでもベトナム戦争やイラク戦争でも米軍の出撃は、事前協議の対象とならない『移動』だとごまかしてきた。ＣＶ２２のやることは、事前協議の対象となる戦闘部隊の戦場への直接の降下だ」と、ＣＶ２２の横田からの出撃が必ず事前協議の対象になるのかと迫りました。

　岸信夫外務副大臣は「仮定の質問には答えられない」「個々の内容について検討して判断する」などとまともに答えませんでした。

　宮本氏は「統一見解で個々に判断するとしているのは空挺降下や上陸作戦以外で、副大臣の答弁は、政府統一見解と違う」と批判。ＣＶ２２が日本政府も知らない間に横田基地から朝鮮半島に直接出撃することは、日本の命運にかかわる重大な事態になると、厳しく指摘しました。

自衛官募集チラシに「防衛大臣頼りない」　大館の広報官作成
秋田魁新報2016年11月25日 掲載 2016年11月25日 更新 
　秋田県大館市にある自衛隊秋田地方協力本部大館出張所の４０代男性広報官が、「稲田防衛大臣（女性）は少々頼りないですが」などと書いた自衛官募集のチラシを作成し、大館、北秋田両市の公共施設などに配布していたことが２５日分かった。
　同本部広報室によると、広報官は先月１８日、来年４月入隊の自衛官候補生の募集チラシを同出張所のパソコンで１３０枚作成。翌１９日から今月４日にかけて担当区域である大館、北秋田両市の市役所総合支所や道の駅など計９カ所に置いた。


男性広報官が作成した自衛隊員の募集チラシ
　チラシはＡ４判で、稲田朋美防衛相について「少々頼りないですが」とした文言の後に「頼れるあなたはぜひチャレンジを！」と続け、隊員の募集を呼び掛ける内容。同本部は、これを見た人から今月１１日に指摘を受け、女性や稲田防衛相をやゆする不適切な表現と判断。配布場所に残っていた１１３枚を回収した。【続きあり】
米国の軍事力の初レポート　アジア太平洋地域分析
毎日新聞2016年11月26日 10時35分(最終更新 11月26日 10時35分)
　【北京・石原聖】中国政府系シンクタンク「中国南海研究院」は２５日、アジア太平洋地域における米国の軍事力を分析した報告書を発表した。オバマ政権が進めてきたアジアへの「リバランス（再均衡）」政策について「アジアで絶対的に優勢な状況を作り出すため」と分析し、米軍の活動が活発になっていると指摘している。 
　中国が他国の軍事力を総合的に分析する報告書を出すのは初めて。アジア太平洋地域での米軍の活動を強調することにより、南シナ海などでの中国の軍事活動を正当化する狙いがあるとみられる。 
　報告書は英語版と中国語版。米国の軍事費の推移やアジアの米軍基地の軍備状況▽米軍が南シナ海で進める「航行の自由」作戦や合同軍事演習などの実施状況－－などについてまとめている。 
　「リバランス」政策については「地域におけるルール作りで主導権を握るため」と分析。米国が軍事費を削減しつつも、航空機などによる中国沿岸への偵察活動が、２００９年の２６回以上から１４年には１２００回以上に増加したと指摘している。 
　また、米軍の「航行の自由」作戦に関しては、外国軍艦が領海内を航行する際に事前許可を要求する中国の法律に挑戦する行為だと分析している。 
　南シナ海問題に詳しい南京大学の朱鋒・教授は記者会見で、中国の海軍増強を受けた米国のリバランスに伴い日韓豪の同盟国も海軍力を増強したと指摘し、「アジアで軍拡競争はすでに始まっている」と強調。「中国南海研究院」の呉士存・院長は、ドナルド・トランプ次期米大統領は同盟体制の見直しに言及しつつも軍増強を表明しているとして、「同盟体制が変化する可能性はあるが、米軍がアジアからいなくなるという幻想は抱いていない。アジアへの米軍の増強という流れはリバランスという言葉が消えても続く」との見方を示した。 
産経新聞2016.11.26 11:06更新 
ケント・ギルバート氏「９条だけでも改正を」　自民党群馬県連で講演

講演するケント・ギルバート氏（右）＝２５日、前橋市 
　自民党群馬県連は２５日、県議団の研修として弁護士でタレントのケント・ギルバート氏を招き憲法についての講演を開催した。県連に憲法改正推進本部を立ち上げたことなどを記念し、日本会議群馬のメンバーや県議ら約１５０人が参加した。
　講演は「日本の自立と憲法改正」と題し、ギルバート氏は日本国憲法がＧＨＱ（連合国軍総司令部）民政局が１週間程度で作ったことや「よくできているが、ワケあり」であることなどを説明。「国民の安全と生存を守ろうとする憲法なのに、いざという時に守れない９条こそが憲法違反。国を守る方法がない大きな欠陥だ」と主張した。
　さらに、ＧＨＱが戦後、日本人の精神に贖罪（しょくざい）意識を刷り込もうと報道機関に設けた禁止事項「プレスコード」にも触れ、「意見が分かれるものは公正に放送しなければならないのに、偏った放送しかしない。メディアが憲法改正を反対しており、議論さえしてくれない」と現代にも影響していることを指摘。その上で「憲法改正をしない限り戦後は終わらない。自民党はもたもたせず早く９条だけ直してほしい」と訴えた。
　一方、米大統領選でトランプ氏が勝利したことには、「彼の発言で、日本がいつまでも米国に依存してはだめだということに気付いてほしい」と日本自立への期待を示した。
　同県連は、地方の憲法改正議論を活性化させようとの党本部の要請で、山本一太参院議員を本部長に憲法改正推進本部を１０月末に発足させた。発足以前から勉強会などで活動する本部長代行の南波和憲県議は「今後も同様の会で、県議それぞれが考え方を醸成させ、（改憲を）呼びかけたい」と話した。
　同本部幹事長、狩野浩志県議は「憲法を守って国が滅びることを危惧している。今回を機に『憲法改正は自民党群馬から』を合言葉に頑張りましょう」と参加者に呼びかけた。
国会会期　１０日延長で調整
毎日新聞2016年11月25日23時51分
　政府・与党は２５日、年金制度改革関連法案の成立に向け、今月３０日までの臨時国会の会期を１２月１０日まで１０日間延長する調整に入った。野党の動向を見極めたうえで、安倍晋三首相と公明党の山口那津男代表が２８日に会談し、最終決定する。
　首相は２５日、菅義偉官房長官や自民党の二階俊博幹事長と首相官邸で対応を協議。二階氏は会談後、延長幅について「できるだけ短い（延長）ということになるが、一定の幅を持って結論を得たい」と述べた。与党は２８日の自公党首会談後に大島理森衆院議長らに延長を申し入れる。２９日の衆院本会議で延長を決める方針。
　政府が１０日間の延長幅にとどめるのは、国会論戦での野党の年金法案への批判を早期に封じることに加え、来月の来年度予算編成や日露首脳会談への準備をできるだけ早く進めようとするためだ。野党が反発を強めれば、再延長も検討する。【高橋恵子】
しんぶん赤旗2016年11月27日(日)

衆院選　市民・野党の共闘大きく　市民連合総がかり実行委全国意見交換会
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（写真）豊かな経験が報告された意見交換会＝26日、東京都千代田区


　市民と野党の共闘を深化させ、衆院選にむけた戦略をつくりあげようと、安保法制の廃止と立憲主義の回復を求める市民連合（市民連合）と総がかり行動実行委員会は２６日、東京都内で第３回全国市民意見交換会を開催しました。

　開会あいさつした総がかり行動実行委の高田健氏は、「安倍政権に対抗する力強い勢力を私たちがつくりだすかどうかだ」と強調。参院選で３２ある１人区で候補者の一本化をつくりあげてきたとのべ、「衆院選２９５の小選挙区でどう前進を勝ち取るのか、立憲４野党プラス市民の構図を全国につくりだし、安倍内閣の悪政を阻止しよう」とよびかけました。

　立憲デモクラシーの会の山口二郎氏（法政大学教授）が選挙戦の総括を報告しました。

　各地域からの報告で、「戦争させない市民の風・北海道」の代表は、衆院選の小選挙区ごとに選挙母体をつくる重要性を強調。「ＴｅＮネットワーク２０１６」（東京）の代表は、市民と野党をつなぐ市民の会の結成にむけた議論をすすめていると語りました。「市民連合みえ」「新潟に新しいリーダーを誕生させる会」「自治体議員立憲ネットワーク」の各代表が、野党との共闘の発展をめざす地域からの取り組みや、今後の課題などについて報告しました。

　「安全保障関連法に反対する学者の会」の中野晃一氏（上智大学教授）は、「この間のたたかいは無駄ではないし、いろんな基盤ができているところもある。今日、ここにいない人たちも巻き込んでいけるように言葉、見せ方、伝え方を工夫できるよう、情報を交換していきたい」と語りました。

「生活者視点ないがしろ、陰険な保守だ」　民進・野田氏
朝日新聞デジタル2016年11月26日19時11分
■野田佳彦・民進党幹事長
　（同党山形県連が衆院山形３区で、かつて自民党入りを模索した阿部寿一・前衆院議員への推薦を決めたことを踏まえ）自民党と対峙（たいじ）していくためには、穏健な保守から中道、リベラルまで幅広い同志の結集が大事だ。地方の視点、生活者の視点は、本来は穏健な保守層がもっとも大事にすべきところ。そこをないがしろにしている政治は、陰険な保守だ。それに対抗するためには、あらゆる勢力を結集しなければならない。市民活動とも連携する。
　いま（野党）各党が候補者擁立を一生懸命やっている。我々もいま空白区を埋めるべく擁立作業をしている。ある程度、納得ずくですみ分けができているところもある。非常に進んでいるところと、これからもっと詰めなければいけない党との関係もある。まだら模様だ。いずれにしても、次の総選挙までには全部、仕上げていきたい。（山形県酒田市での記者会見で）
４野党共闘、年内に＝衆院選にらみ全国行脚－自由・小沢氏
　自由党の小沢一郎代表は２６日、大阪市内で開いた党府連総会で、早期の衆院解散・総選挙に備え、民進、共産、社民との４野党共闘に年内に道筋を付けるべきだと訴えた。席上、小沢氏は「４党、単純加算したらそれだけで（多くの選挙区で）自民党に勝つ」と指摘。「国民の期待感を大きくするために、今年中にしっかりとした連携をつくり上げなければならない」と述べた。
　小沢氏は今月５日の新潟県を手始めに、２０日に千葉県、２５日に東京都で支部総会を既に開催。次期衆院選をにらみ、地方組織のてこ入れのため本格的な全国行脚に乗り出している。月内は２７日の地元岩手県を含めさらに３県を訪問。１２月から年明けにかけて、沖縄、大分両県など７県を回ることが固まっている。（時事通信2016/11/26-17:18）
維新　与党化くっきり　ＴＰＰ、年金…次々と賛成

東京新聞2016年11月27日 朝刊
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　野党の日本維新の会が今国会で政府提出の重要法案に次々と賛成し、事実上の与党化が進んでいる。二十五日の衆院厚生労働委員会では自民、公明両党とともに年金制度改革関連法案に賛成し、採決に反発した他の野党との違いが際立った。　（我那覇圭）

　衆院厚労委で維新を代表して討論した河野正美氏は、法案が抜本改革ではなく審議も不十分だったことを「遺憾」としたが、最終的に「現状を一歩でも前進させる」と賛成した。現在の高齢者の年金を抑制する内容に反発する民進、共産両党の委員が委員長を囲んで騒然となる中、野党席で唯一、賛成のため起立した。

　今国会で維新は二〇一六年度第二次補正予算に賛成し、安倍政権が最も重視し衆院で採決を強行した環太平洋連携協定（ＴＰＰ）承認案と関連法案にも賛成した。

　反対したのは、国家公務員の給与を引き上げる法案ぐらい。党の看板政策である「身を切る改革」と矛盾するからだ。

　党名がおおさか維新の会だった三月には、一六年度当初予算案には反対していた。参院選を経た現在、与党とは表向き「是々非々」としているが、実際には予算案をはじめ、重要法案に賛成し、安倍政権に協力する形となっている。

　同党の馬場伸幸幹事長は二十五日、沖縄振興関連税制に関する要望で自民党本部を訪れた際、「母屋に帰ってきたような感じだ。元自民党ですから」と記者団に語った。馬場氏はかつて自民党の大阪府堺市議だった。

自民企業献金、野党転落前水準に…メガ銀再開で

読売新聞2016年11月26日 23時51分

　２５日に公表された２０１５年の政治資金収支報告書によると、自民党が集めた企業・団体献金は、０９年の野党転落前の水準に回復した。



　１４年から８１８０万円増えて２２億９４９２万円となり、０９年の２２億５２１３万円を上回った。都市銀行の３大メガバンクが１８年ぶりに献金を再開したことが大きな要因だ。

　経済界から自民党への献金は、政治資金団体「国民政治協会」を通じて行われた。三菱東京ＵＦＪ銀行、三井住友銀行、みずほ銀行などを傘下に持つみずほフィナンシャルグループの３大メガバンクが、それぞれ２０００万円ずつ計６０００万円を献金した。

　銀行業界は１９９０年代、鉄鋼、自動車とともに「献金御三家」といわれたが、バブル崩壊による不良債権を処理するための公的資金の注入を受けた９８年以降、献金を自粛していた。経団連が１４年、献金の呼びかけを再開し、メガバンクは１５年から応じた。

産経新聞2016.11.26 10:07更新 
【政治資金】党首対決　安倍首相が資金力で圧勝　蓮舫氏に１０倍差

民進党の蓮舫代表（斎藤良雄撮影） 
　２５日までに公開された平成２７年分の政治資金収支報告書で、安倍晋三首相（自民党総裁）と民進党の蓮舫代表の資金力を比較した。首相が六つの関連政治団体で１億５４８３万円の政治資金を集めたのに対し、蓮舫氏は２団体で１５９７万円にとどまり、「党首対決」の軍配は１０倍近い差をつけた首相に上がった。
　首相は、総務相に届け出た３団体のほか、山口県選挙管理委員会に届けた自民党支部など３団体を対象にした。パーティー収入や個人、企業・団体献金が大部分で１億４００７万円に上った。
　蓮舫氏の関係団体は、資金管理団体と民主党支部（当時）の二つで、いずれも東京都選管に届け出ている。政治資金パーティーは開催しておらず、収入の大部分が、民主党本部や都連からの交付金だった。
産経新聞2016.11.26 10:06更新 
【政治資金】農業団体、ＴＰＰ警戒　自民に献金

西川公也元農林水産相 
　環太平洋戦略的経済連携協定（ＴＰＰ）をめぐり、農林業関連の政治団体が、自民党の西川公也元農林水産相ら有力な農林族議員の関連団体や所属派閥に資金提供をしていたことが、２５日公開の政治資金収支報告書（中央分）で分かった。ＴＰＰによる安い海外産の豚肉や乳製品の輸入増などを、団体側が警戒している様子がうかがえる。
　養豚業者でつくる「日本養豚振興政治連盟」は自民党議員２０人と５派閥のパーティー券計５５０万円分を購入。そのうち西川氏は８０万円分、所属する二階派は４０万円分だった。
　酪農家による「日本酪農政治連盟」は宮腰光寛元農林水産副大臣ら８人に計２１０万円を寄付した。ＴＰＰは２７年１０月に大筋合意され、自民党は翌１１月にＴＰＰに関する総合的な対策を決定した。寄付の半数近くはその直後に集中した。
　「日本養鶏政治連盟」や「全国林業政治連盟」などでも自民党議員への支出が確認された。
産経新聞2016.11.26 10:05更新 
【政治資金】電力１０社、自民に１０万円　電力労組は民主に５５００万円
　自民党の政治資金団体「国民政治協会」（国政協）の平成２７年分政治資金収支報告書によると、電力１０社とその役員からの資金提供が、個人献金の１０万円にとどまったことが共同通信の調べで分かった。また、電力会社の労働組合がつくる政治団体が民主党（現民進党）側に提供した資金は５５００万円を超え、約４００万円だった２６年から激増した。
　国政協へは２６年に続き、北陸電力の役員１人が１０万円を寄付した。東京電力側の献金は、福島第１原発事故後の２４年から４年連続で確認できなかった。北海道、東北、中部、関西、中国、四国、九州、沖縄の８社もなかった。
　労組がつくる複数の政治団体が民主党側に提供したのは少なくとも５５８３万円。そのうち、東電労組出身で２８年の参院選で３選を果たした小林正夫氏側に５３００万円が集中投入された。岡田克也代表（当時）にはセミナー会費として２０万円が支払われた。
　電力会社側から、民主党の政治資金団体「国民改革協議会」への献金はなかった。
産経新聞2016.11.26 10:03更新 
【政治資金】資金パーティー収入　１億円以上は７団体
　平成２７年分の政治資金収支報告書によると、パーティー収入の総額が１億円以上だった政治団体は２６年と同じ顔触れの７団体だった。トップは自民党最大派閥の細田派「清和政策研究会」で１億７７２２万円。上位５位までに、自民党派閥が四つ入った。
　２位は岸田派「宏池政策研究会」の１億４６１２万円、３位は二階派「志帥会」の１億３９６８万円で、トップ３の順位は３年連続変動がなかった。５位は額賀派「平成研究会」１億８３８万円だった。
　４派閥ともパーティーを開催したのは１回だけで、高い集金力を裏付けた格好だ。
　４位は、自民党の茂木敏充政調会長の資金管理団体「茂木敏充政策研究会」。計６回のパーティー収入は計１億１１１６万円に上った。
　党首を務めた次世代の党（現日本のこころを大切にする党）を２７年９月に離党し、自民党に復党した平沼赳夫元経済産業相の資金管理団体「平沼会」が６位。５回の開催で１億５２１万円を集めた。
　７位は政治団体「新党大地」代表の鈴木宗男元衆院議員の「２１世紀政策研究会」で、１億３７３万円だった。
産経新聞2016.11.26 10:02更新 
【政治資金】国費依存が浸透　交付金割合５８・４％　自民６割・民主８割
　平成２７年分の政治資金収支報告書によると、政党本部の収入総額に占める政党交付金の割合は５８・４％（受け取っている政党のみ）と例年通りの比率となり、国費への依存傾向が浸透している。自民党は６６・２％、民主党（現民進党）は８１・４％に達した。公明党と、交付金を受け取らない共産党は機関紙発行など事業収入の割合が高く、それぞれ６２・０％、７９・８％だった。
　交付金の支給対象となる政党が２６年と比べ減り、受け取った交付金が増えた政党が多かった。
　自民党は１７０億５千万円で８・０％増えた。献金の受け皿である政治資金団体「国民政治協会」から２６年と同様に２３億円が入った。自民党は２７年、激しい党員獲得運動を展開したが、党費収入は８億円にとどまり全体の３・１％だった。
　民主党は、交付金が２６年より９億８千万円増え７６億７千万円。衆院選があった２６年は支出が収入を上回っていたが、２７年は９４億２千万円の収入に対し、支出は８７億１千万円で「黒字」となった。
　生活の党（現自由党）は２６年衆院選で公示前の５議席から２議席に減らし、交付金が４億２千万円減って３億３千万円だった。それでも収入の８６・４％を交付金が占めた。
　社民党は事業収入が３億２千万円あり、交付金の割合は４６・３％。
　日本のこころを大切にする党は交付金が６５・８％を占めた。２７年１１月に結成したおおさか維新の会（現日本維新の会）の収入は、政治団体からの寄付である約５万円だけだった。
◇
　■政党交付金　政党助成法に基づく公的な助成金。政治改革の一環として、特定の企業や団体との癒着を防ぐために平成７年、導入された。総額は直近の国勢調査の人口に２５０円を掛けたものが基準。２７年は約３２０億１千万円だった。各党の交付額は、国会議員数や直近の衆院選と過去２回の参院選の得票数によって決まる。政治活動の自由を尊重し、原則として使途は制限されないが、借金返済や貸し付けには充てられない。共産党は制度の廃止を求め受け取っていない。
産経新聞2016.11.26 10:01更新 
【政治資金】茂木氏トップ１・３億円、稲田氏２位　８８００万円　安倍首相は８千万円超

自民党の茂木敏充政調会長 
　岸田文雄外相や石破茂前地方創生担当相ら７人の自民党議員を「ポスト安倍」と見立て、平成２７年分の政治資金収支報告書（中央分）で資金力を安倍晋三首相と比較したところ、トップは茂木敏充政調会長の１億３０８５万円だった。稲田朋美防衛相が８８１７万円で続いた。首相は８３３２万円で３位。８人ともパーティー収入が中心だった。
　茂木氏は２６年比で１４万円増。パーティーで計１億１１１６万円を集めた。経済産業相や党選対委員長といった重要ポストを歴任し、幅広い人脈を築いている。
　稲田氏は３回分のパーティー収入や、自身が資金管理団体に２６年を上回る２８５７万円を貸し付けた。
　首相は５月と９月、１２月の３回、東京で政治資金パーティーを「朝食会形式」で開催し、計６７４０万円の収入があった。個人献金は１１７６万円で２６年から２０２万円減少した。
　４位は岸田氏。２６年と比べ１２１５万円増の８２４４万円。東京と地元・広島でのパーティー収入が全体の９８％以上を占める。
　女性初の首相を目指すと公言する野田聖子元党総務会長は５位。５２８３万円だった。
　２７年９月の自民党総裁選で、野田氏は首相の無投票再選阻止を掲げて出馬の構えを見せた。立候補を断念する１週間前にパーティーを開いたが、前年同時期のパーティーと比べ６７１万円収入が減った。関係者は「野田氏が『抵抗勢力』と目されたのが響いた」と推測する。
　小泉進次郎党農林部会長は５１１０万円で６位。菅義偉官房長官は３３４６万円で７位、２７年９月に自らの派閥を立ち上げた石破氏は、３２２９万円だった。
　政治資金規正法に基づく「国会議員関係政治団体」のうち、総務相届け出分のみを集計した。８人には府県選挙管理委員会に届け出ている関係政治団体がある。
産経新聞2016.11.26 10:00更新 
【政治資金】企業・団体献金３・７％増　自民１１２億円繰り越し　３年連続で収入１位
　総務省は２５日、平成２７年分の政治資金収支報告書（総務相所管の中央分）を公開した。自民党本部の２８年への繰越金は１１２億８千万円で、前年から５９億２千万円の大幅増。２７年は国政選挙がなかったため、２８年の参院選や検討された衆参同日選に備えたとみられる。借入金は２５億円減った。３メガバンクは１８年ぶりに献金を再開、献金の受け皿である党の政治資金団体「国民政治協会」（国政協）への企業・団体献金は２２億９千万円で、３・７％増えた。
　党本部の収入は、自民党が２５７億５千万円で、３年連続トップ。２６年比で９・９％増となった。国政協の収入の８０・９％が企業・団体献金で、自民党には２６年と同じく２３億円を支出した。政権復帰した２４年には９９億円あった借金残高はほぼ半減した。
　経団連が２６年に引き続き会員企業に政治献金を呼び掛けており、政権の経済政策「アベノミクス」を歓迎する経済界の意向が反映された。
　政党を含めた政治団体の収入総額は１１０２億４千万円。２６年衆院選の供託金返還やパーティー収入の増加などで２・８％増となった。政党交付金は３２０億１千万円で、全体の２９・０％を占めた。２７年の借入金は２億９千万円で、現行の公表制度が始まった昭和５１年以降で最低になった。
　自民党以外の各党本部収入は、共産党２３８億２千万円、公明党１３５億７千万円、民主党（現民進党）９４億２千万円、社民党１０億１千万円、日本のこころを大切にする党９億６千万円、生活の党（現自由党）３億８千万円－の順。２７年１１月結党のおおさか維新の会（現日本維新の会）は５万円だった。
　民主党の繰越金は１４０億円。収入で政党交付金などが９億８千万円増えるなどした。同党は２４年に２１８億７千万円の繰越金があったが、２６年は１３２億９千万円まで減っていた。
　報告書を期限までに提出して公開されたのは３０５２団体だった。
◇
　■政治資金収支報告書　政治団体の１月１日から１２月３１日までの収支や保有資産を記した報告書。政党や政治資金団体、複数の都道府県で活動する政治団体は中央分として総務相に、一つの都道府県で活動する団体は地方分として都道府県選挙管理委員会に提出する。１１月末までに前年報告書が公開される。年間５万円超の献金や政治資金パーティーで２０万円超を支払った者の氏名や金額などを記載。国会議員関係政治団体は人件費以外の１万円超の支出に関し、領収書の写しを提出する。
　■企業・団体献金　企業や業界団体、労働組合などからの政治献金。癒着を生むとして政治家個人への献金は禁止されたが、政党（支部を含む）や、政党の献金の受け皿である政治資金団体には献金できる。政治家が代表を務める政党支部で企業・団体献金を受け、自らの資金管理団体に還流させる「抜け穴」も指摘される。一つの企業・団体が献金できる総額は資本金の額や団体の構成員数で異なり最大１億円。国の補助金を受けている企業、赤字続きの企業、外国企業は献金できない。
しんぶん赤旗2016年11月27日(日)

原発マネー自民に７．６億円　２０１５年政治資金収支報告　安倍政権下　最高に　再稼働・輸出推進のなか増加

　電力会社や原子力関連企業などでつくる日本原子力産業協会（原産協会、本部東京）の会員企業・団体が２０１５年に、自民党の政治資金団体「国民政治協会」に関連会社分を含めて少なくとも計７億６０００万円を献金していたことが２５日に総務省が公開した政治資金収支報告書でわかりました。安倍政権が原発の再稼働と輸出を推進する中で献金は増え続け、第２次政権発足後の最高額となりました。

　同協会会員の献金額は、年末に自民党が政権に復帰した１２年は約３億円。その後１３年に約５億８０００万円、１４年に約７億１０００万円と連続して上昇していました。

　この間安倍政権は九州電力川内原発１、２号機や四国電力伊方原発３号機などを再稼働させたほか、運転４０年以上の原発にさらに２０年の運転延長を次々と認可。再稼働に反対する世論を無視する形で原発産業の利益確保に努めてきました。
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　今月には日印原子力協定にも調印。核不拡散条約（ＮＰＴ）に未加盟のまま核武装したインドへの原発輸出を可能にしました。

　１５年の献金では額の上位に重電機器・家電メーカーの一般社団法人「日本電機工業会」（７７００万円）、日本経済団体連合会会長出身企業の東レ（５０００万円）、原発メーカーの三菱重工業（３３００万円）や日立製作所（２８５０万円）などが並びます。

　同じく原発メーカーで、１５年発覚の不正会計などで経営再建中の東芝は前年の２８５０万円からゼロに。一方、税金（公的資金）投入の経緯から前年まで献金を自粛していたメガバンク３行が各２０００万円を拠出しました。

　そのほか大手ゼネコンや鉄鋼、繊維など幅広い業界の企業が献金しています。電力会社は関連企業を通じて資金を拠出。関西電力関連のきんでん（４００万円）、中国電力関連の中電工(112万円)などです。

　原産協会は取材に対し「個別企業の政治献金は関知していない」としています。

公明、都議選へ結束確認＝全国県代表協議会


全国県代表協議会で気勢を上げる公明党の山口那津男代表（中央）ら＝２６日午後、東京都新宿区
　公明党は２６日、全国県代表協議会を東京都内で開き、来年夏の都議選に擁立する候補者２３人の全員当選に向け結束を確認した。山口那津男代表はあいさつで「都議選の大勝利へ、党の総力を挙げて戦い抜く」と表明した。
　山口氏は「年明けからは大型地方選が相次ぎ、衆院選も常在戦場だ」と指摘。早期の衆院解散・総選挙も視野に、準備を怠らないよう呼び掛けた。
　公明党は都議選を国政選挙並みに重視しており、井上義久幹事長は「国政の動向も左右する大事な選挙だ」と強調。小池百合子知事の都政改革が連日報道されていることから「大変注目される選挙になる」と述べ、投票率が上がるとの見通しを示した。組織戦を展開する同党には不利になりかねないとみて、引き締めを図った発言だ。（時事通信2016/11/26-16:45）
次期衆院選へ、公明「常在戦場」　都議選に向け結束

共同通信2016/11/26 18:12
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公明党の全国県代表協議会であいさつする山口代表＝26日午後、東京都新宿区

　公明党の山口那津男代表は26日、全国の地方組織代表らを党本部に集めた全国県代表協議会であいさつし、次期衆院選について「常在戦場だ」と述べ、万全の準備を要請した。党が重視する来年夏の東京都議選に触れ「大勝利へ党の総力を挙げて戦い抜く」と結束を呼び掛けた。

　井上義久幹事長は都議選に関し「国政の動向も左右する大事な選挙だ」として、公認を決めた23人全員の当選を目指すと明言。来年1月の北九州市議選など一連の地方選挙で「取りこぼしがないようにしてほしい」と訴えた。

公明　「衆院選も常在戦場だ」山口代表
毎日新聞2016年11月26日 20時06分(最終更新 11月26日 22時20分)
　公明党の山口那津男代表は２６日、各都道府県本部の幹部を党本部に集めた全国県代表協議会のあいさつで「衆院選も常在戦場だ」と述べ、準備を怠らないよう求めた。この日の会合は来夏の東京都議選で同党が擁立する２３人の公認候補の支援態勢を確認するもので、山口氏は「（候補者の）世代交代や定数是正もあり厳しい情勢だが、総力を結集して全員当選を断じて勝ち取ろう」と結束を呼びかけた。 
　衆院選に関し、井上義久幹事長も「いつあっても対応できる準備を進めていく必要がある」と強調した。 
　公明党は都議選を国政選挙並みに重視しており、全国の党員や支持者に協力を求めるのが通例。同党は、小池百合子知事が政治塾を開講して独自候補擁立に含みを残していることを警戒しており、井上氏は「報道が熱して、いつもの都議選より関心が高まっている」と地方の幹部に注意喚起した。【高橋克哉】 
産経新聞2016.11.26 17:41更新 
公明・山口那津男代表「都議選大勝利へ党の総力挙げる」　県代表協議会
　公明党は２６日、地方組織代表らを集めた「全国県代表協議会」を党本部で開いた。山口那津男代表はあいさつで、国政選挙並みに力を入れる来年夏の東京都議選に向け「大勝利へ党の総力を挙げて戦い抜く」と決意を表明し、公認予定候補２３人の全員当選を誓った。次期衆院選については「常在戦場だ。党勢拡大の上げ潮を築いていこう」と結束を呼びかけた。
　与党が２９日の衆院通過を目指す年金制度改革法案に関しては今国会の成立を目指す考えを示し、「将来の年金水準が低下しないよう備えを講じるもので、現役世代が安心して高齢者を支え、結果的に高齢者の安心にもつながる」と意義を強調した。
　今回の協議会は都議選に向けた「出陣式」の位置づけで、井上義久幹事長は「連日、都知事に関する報道があり、注目される選挙だ。取りこぼしのないようにしたい」と述べた。
辺野古陸上工事、年内にも再開へ　シュワブ内隊舎建設、沖縄県も容認

沖縄タイムス2016年11月26日 09:43

　【東京】名護市辺野古への新基地建設を巡る訴訟の和解条項について協議する「政府・沖縄県協議会」の第４回作業部会が２５日、首相官邸で開かれた。県はキャンプ・シュワブ陸上部分の工事のうち、隊舎２棟について再開を認めた。防衛省は年内にも工事を再開したい考え。



キャンプ・シュワブ内で陸上ヤードの整備作業＝２０１５年１０月２９日

　一方、県が求めていた辺野古沖の臨時制限区域内の漁船やプレジャーボートの通航について、国は制限区域を維持したまま通航ができるようにすると回答。事前の申告制にする予定で、県の想定していた自由な航行となるかは不透明だ。

　会合後、安慶田副知事は記者団に、８月末の前回の会合後、政府から隊舎についての説明と資料提供があり、県が現地で確認したと説明。「隊舎は辺野古新基地建設の施工区域外。老朽化した隊舎を建て替えるものであることが確認された。埋め立て工事と直接関係ないと判断し、中止を求めないことにした」と語った。着工前に沖縄防衛局から県へ連絡するという。

　米軍北部訓練場のヘリパッド建設について県は、新型輸送機ＭＶ２２オスプレイによる環境影響評価（アセス）の再実施を要請した。安慶田副知事は、オスプレイの定期整備拠点となる木更津（千葉県）や陸上自衛隊が導入する佐賀では、地元の求めに応じ試験飛行がなされた点を挙げ「沖縄県でできないのはおかしい」と国の姿勢を疑問視した。

　菅義偉官房長官は会見で、アセス再実施のほかに、ヘリパッドの本格運用までにオスプレイによる騒音調査の要望があったとし、「騒音調査については県からの要望を踏まえ、米側と調整していきたい」と述べた。

朴大統領の退陣求め最大デモ　野党、弾劾へ調整加速

共同通信2016/11/27 00:55
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韓国の朴槿恵大統領の退陣を求め、抗議集会で声を上げる人たち＝26日夜、ソウル（共同）[image: image29.jpg]


大統領府へ通じる道を封鎖した機動隊員（上）と向き合うデモ参加者＝26日、ソウル（共同）

　【ソウル共同】韓国の朴槿恵大統領の退陣を要求する抗議集会が26日、ソウル中心部で開かれた。初雪が舞う悪天候にもかかわらず、主催者発表で150万人、警察推計で30万人が参加。1987年の民主化以来、最大規模のデモとなった。野党陣営は集会で示された「民意」を追い風に、朴氏の弾劾訴追案の早期採決に向けた調整を加速。韓国メディアによると、検察捜査で浮上した朴氏の収賄の疑いを訴追案に明記することも検討している。

　最大野党「共に民主党」と第2野党「国民の党」は週明けにも訴追案を一本化し、早ければ12月2日の採決を目指す。大規模集会は5週連続。

フィデル・カストロ氏死去＝キューバ革命の英雄、９０歳－「反米」の精神的支柱


キューバのフィデル・カストロ前国家評議会議長＝４月１９日、ハバナ（ＡＦＰ＝時事）
　【サンパウロ時事】１９５９年にキューバ革命を成し遂げ、反米勢力の精神的支柱として国内外に強い影響力を与えたフィデル・カストロ前国家評議会議長が２５日、死去した。９０歳だった。死因は明らかにされていない。
　実弟のラウル・カストロ議長が国営テレビを通じて「キューバ革命の最高司令官が今夜（２５日夜）午後１０時２９分、死去した」と発表した。遺体はフィデル氏の生前の意向で火葬され、９日間の服喪期間を経て１２月４日に埋葬される。葬儀委員会が２６日に開かれ、詳細が公表される見通し。
　半世紀近く国を統治したフィデル氏が２００８年に議長を退いた後、キューバはラウル氏を中心とした集団指導体制に移行しており、フィデル氏の死去が政権に与える影響は限定的とみられる。
　ただ、ラウル氏は既に１８年の引退を表明している。米国と国交を回復した政権が世代交代を急ぐ中、カリスマ的指導者の死は、変化の時代を迎えた国民の動揺につながる可能性もある。（時事通信2016/11/26-22:44）
フィデル・カストロ前議長が死去　キューバ革命率いる

共同通信2016/11/26 15:14
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2004年5月、ハバナでの反米集会で演説するフィデル・カストロ国家評議会議長（AP＝共同）

　【ハバナ共同】キューバ国営テレビによると、1959年1月の革命以来、約半世紀にわたりキューバの最高指導者として君臨し、世界中の左翼運動に影響を与えたフィデル・カストロ前国家評議会議長が25日、死去した。90歳。弟のラウル・カストロ国家評議会議長が明らかにした。2006年7月に腸内出血で手術を受けた後、08年2月に元首である議長職を引退していた。

　国民の動揺は避けられないが、跡を継いだラウル氏が安定した政権運営を行っており、社会主義体制は当面、堅持される見通し。

　オバマ大統領は16年3月、現職米大統領として88年ぶりとなる歴史的なキューバ訪問を果たした。

フィデル・カストロ氏死去　キューバ前議長、９０歳
朝日新聞デジタルロサンゼルス＝平山亜理2016年11月26日15時52分






　キューバのフィデル・カストロ前国家評議会議長が２５日午後１０時２９分（日本時間２６日午後０時２９分）、死去した。９０歳だった。弟のラウル・カストロ現議長が国営テレビで伝えた。２００８年２月に議長職を辞任して以降も、指導部と国民に影響力を与え続けた「革命の英雄」の死去は、国民に深い喪失感を与えそうだ。
　ラウル議長は２５日深夜、国営テレビで「キューバのいとしい国民よ。深い悲しみとともに、革命の総司令官フィデル・カストロが死んだと伝える」などと語った。本人の遺志で遺体は火葬にするという。
　カストロ氏は、バチスタ独裁政権を武力で打倒した１９５９年１月のキューバ革命で権力を握った。
　当初は米国との関係の正常化も模索したが、米系資産の接収などを受けて米国が６１年に国交を断絶すると、社会主義路線を宣言。旧ソ連や社会主義諸国との関係を強めた。６２年には、米国に向けたソ連製核ミサイル配備を受け入れたことで「キューバ危機」が起き、全面核戦争の寸前まで行った。
　米国の足元で成功した武力革命は、６０年代の左翼運動に大きな影響を与えた。カストロ政権もプロレタリア国際主義に基づき、アンゴラなど第三世界での革命運動を積極的に支援した。
　しかし、経済の後ろ盾だったソ連が９１年に崩壊したことで経済が危機的な状況を迎えると、社会主義体制を守りながらも市場経済の原理を部分的に取り入れ、観光開発にも力を入れて経済の立て直しを図った。
　０６年７月に腸内出血で緊急手術を受け、議長職の権限を一時的にラウル・カストロ氏に譲った。その後も健康は回復せず、０８年２月に議長を辞任した。
　キューバは昨年７月、ラウル議長のもとで、５４年ぶりに米国と国交回復した。（ロサンゼルス＝平山亜理）
カストロ前議長が死去…キューバ革命を支える

読売新聞2016年11月26日 21時49分



バティスタ政権崩壊後、ハバナへの行進中に演説するカストロ氏（１９５９年２月６日、ＡＰ）

　【リオデジャネイロ＝田口直樹】１９５９年のキューバ革命を成功させて社会主義体制を確立し、世界の左派勢力に影響を与えたキューバのフィデル・カストロ前国家評議会議長が２５日夜、死去した。９０歳だった。

　死因は不明。実弟のラウル・カストロ国家評議会議長が国営テレビを通じて発表した。

　ラウル氏は「キューバ革命の最高司令官が今夜１０時２９分に死去した」と語った。フィデル氏はすでに政界を引退しており、同氏の死去が革命政権に与える影響は限定的とみられる。



キューバを訪れた安倍首相（左）と、ハバナで会談するカストロ氏（ＡＦＰ時事）



　遺体はフィデル氏の生前の意向に従って２６日に火葬される。同日から９日間の服喪期間に入り、全ての公式行事は中止となると地元メディアが伝えた。

　フィデル氏は１９２６年、キューバ東部オリエンテ州（現オルギン県）の裕福な農園主の家庭に生まれた。革命家チェ・ゲバラらとともにゲリラ戦を展開。５９年に親米バティスタ政権を打倒し、首相に就任。約半世紀の間、最高指導者として君臨した。

＜訃報＞フィデル・カストロ氏９０歳　キューバ革命主導
毎日新聞11月26日 14:35
　【サンパウロ朴鐘珠】１９５９年にキューバ革命を実現し、世界の左翼運動に強い影響を与えたフィデル・カストロ前国家評議会議長が２５日、死去した。９０歳だった。死因は明らかになっていない。弟のラウル・カストロ国家評議会議長が国営テレビで明らかにした。カストロ前議長は２００６年に腸の手術を受け、０８年に約３０年間務めた議長職を引退。議長を継いだラウル氏を中心とした集団指導体制が固まっており、キューバ国内ではカストロ氏死去に伴う大きな混乱はないとみられる。
　ラウル氏は「キューバ革命の最高司令官が今夜（２５日夜）午後１０時２９分（日本時間２６日午後０時２９分）、死去した」と発表した。カストロ氏追悼の国民集会が２８、２９日にハバナの革命広場であり、東部サンティアゴデクーバの墓地で１２月４日、遺灰が埋葬される。
　カストロ氏はキューバ東部オルギン県のサトウキビ農園で生まれ、酷使される季節労働者を見て育った。５３年７月２６日、米国の強い影響下にあったバティスタ独裁政権の打倒のため武装蜂起したが失敗し、投獄された。５５年に恩赦で釈放され、メキシコに亡命した。
　翌５６年に革命運動組織「７月２６日運動」を結成。アルゼンチン人革命家のチェ・ゲバラらとともにヨット「グランマ号」でキューバ東部に上陸してゲリラ戦を展開。５９年に革命政権の樹立を成し遂げた。
　反米の国家元首としてカストロ氏が渡り合った米大統領は、第３４代アイゼンハワー氏から第４４代のオバマ氏まで１１人。世界を核戦争の瀬戸際に追い込んだ６２年１０月の「キューバ危機」では、当時のケネディ米大統領、フルシチョフ・ソ連首相とともに現代史に残る出来事の主役を演じた。世界の反米勢力のカリスマとして君臨した。
　０８年２月、自身の死去による混乱を避けるため引退し、ラウル氏が議長に就任した。１１年４月には、共産党第１書記の座も退き、一党員に戻っていた。
　カストロ氏は非公式に２度訪日し、９５年は当時の村山富市首相と会談。０３年には広島を訪れ、原爆慰霊碑に献花した。安倍晋三首相が今年９月、首相として初めてキューバを訪問し、カストロ氏と面会した。
　キューバと米国は１５年７月に国交正常化。１６年３月にはオバマ氏が現職米大統領として８８年ぶりにキューバを訪問した。
　オバマ氏は２６日に弔意を示す声明を出し、カストロ氏が周囲に与えた影響について「歴史が記録し、判断するだろう」と述べた。
キューバのカストロ前議長が死去　90歳、革命を主導 
日経新聞2016/11/26 20:22 (2016/11/26 22:15更新)
　【メキシコシティ＝丸山修一】キューバ革命を指揮し、約半世紀にわたって同国の最高指導者として社会主義の国造りを進めてきたフィデル・カストロ前国家評議会議長が25日午後10時29分（日本時間26日午後０時29分）、死去した。90歳だった。強いカリスマ性で知られたカストロ氏の死去で、後を継いだ実弟のラウル・カストロ現議長を中心とする政権は求心力の維持という課題を背負う。
　ラウル議長が国営テレビで明らかにした。遺体は26日に故人の遺志で火葬され、12月４日に埋葬される。
　カストロ前議長は1926年、キューバ東部オリエンテ州（現オルギン州）ビランで、スペイン系移民の裕福な家庭に生まれた。ハバナ大学で米国の経済支配などに反発し学生運動に傾倒する。卒業後にラウル氏、アルゼンチン出身の医師チェ・ゲバラらとともにゲリラ戦を展開し、59年１月に親米のバティスタ政権を倒し革命を実現。共産党の一党支配体制を確立した。
　米国と激しく対立する一方で旧ソ連など共産主義国と関係を深めた。62年10月には旧ソ連のミサイルの配備を巡り米ソが核戦争の一歩手前まで至った「キューバ危機」の舞台となる。キューバ革命の成功は、中南米をはじめ世界各地の左翼運動に影響を与えた。
　91年のソ連崩壊後も共産党の一党支配体制を維持する。その一方、経済が危機的状況に陥ったことから、外貨所持や個人営業の解禁など開放的な経済政策にも着手した。
　2006年７月に病気療養を宣言。08年２月には正式にラウル議長が職位を継いだ。米国とはオバマ米大統領が対話路線へかじを切ったことから、両国は15年７月に国交を回復した。
　カストロ氏の動静は一時、途絶えたこともあったが、近年はキューバを訪問する各国首脳と積極的に面会し健在ぶりを見せていた。９月には安倍晋三首相とも会談した。
キューバのフィデル・カストロ前議長が死去　90歳 　革命を主導、半世紀にわたり最高指導者 
日経新聞2016/11/26 16:23
　【メキシコシティ＝丸山修一】キューバ革命を主導し、約半世紀にわたって同国で最高指導者として社会主義の国造りを進めてきたフィデル・カストロ前国家評議会議長が25日午後10時29分（日本時間26日午後０時29分）、死去した。90歳だった。弟のラウル・カストロ国家評議会議長が26日、国営テレビを通じ発表した。
5225082447001 large 
　遺体は本人の意向に従い火葬される。26日に葬儀委員会が開かれ、詳細が発表される見通し。
　フィデル氏は1926年、キューバ東部のオリエンテ州（現オルギン州）でスペイン系移民の裕福な家庭に生まれた。ハバナ大学を卒業後、一時は弁護士として活動した。議会選挙に立候補するなどした後に武装勢力を組織。アルゼンチン人の革命家、チェ・ゲバラらとゲリラ闘争を続け、1959年に当時のバティスタ政権を倒し、キューバ革命を成立させた。


1995年３月、パリを訪れたフィデル・カストロ国家評議会議長＝ロイター
　革命後は共産党の一党体制を敷いた。61年に米国と断交する一方で旧ソ連など共産主義国家との親交を深めた。62年には、キューバに旧ソ連による核ミサイル基地の建設が明らかになったことから、米国がカリブ海で海上封鎖を実施。米国と旧ソ連の緊張が高まったいわゆる「キューバ危機」も起こった。
　米国による経済封鎖が続く中、旧ソ連が崩壊すると、南米ベネズエラなど反米勢力とのつながりを強めた。公式な場でも緑色の軍服姿が多く、数時間にわたる演説も有名だった。病気を理由に2008年には弟のラウル氏に国家評議会議長を委譲したが、政治的な影響力も強く、引き続き各国の首脳の訪問に対応していた。今年９月には日本の安倍首相とも会談した。
海外メディアも速報　「キューバ革命の象徴が死去」 
日経新聞2016/11/26 21:05
　キューバのフィデル・カストロ前国家評議会議長の死去を受け各国の首脳は26日、相次ぎ声明を発表した。
　スペインのラホイ首相はツイッターでカストロ氏を「歴史的な大人物だった」として哀悼の意を表明した。2015年５月にカストロ氏と面会したフランスのオランド大統領は声明で「キューバ革命を体現した」人物だと評した。メキシコのペニャニエト大統領はツイッターに「フィデル・カストロ氏はメキシコの友人であり、尊敬、対話と団結を基礎にした両国関係の促進者だ」と投稿した。
　各国メディアも速報を流すなど大々的に報じた。米ＣＮＮは死去が発表された直後から「キューバ革命の象徴が死去」と題してほぼフィデル氏一色の放送。同氏を悼む声とともに、亡命キューバ人らが喜ぶ様子も報じた。英ＢＢＣは「世界で最も長く職務に就き、象徴的だったリーダーの一人だった」と評した。何十年も米国に抵抗し、いくつもの暗殺計画を生き延びてきたとも指摘した。
　冷戦でキューバと共に東側に属したベトナムでは、国営テレビが26日夕方のニュースで５分間にわたって過去の映像を紹介し、革命で社会主義国を造り上げた英雄としてたたえた。他国の指導者の死をこれだけ詳しく紹介するのは異例。政府は公式ホームページ上に十数枚の写真を載せた特集コーナーを開設した。
　中国国営の新華社は26日に配信したカストロ氏の評伝で「数十年にわたりキューバ国民を率いて苦しい闘争を展開した。国家主権を維持し、米国の長期にわたる対キューバの経済制裁による厳しい困難を克服した」などと偉大な指導者として高く評価した。
カストロ前議長　死去　９０歳　キューバ革命を主導

東京新聞2016年11月27日 朝刊

　【ニューヨーク＝東條仁史】一九五九年のキューバ革命を主導し、反米勢力のカリスマとして国内外に強い影響を与えたフィデル・カストロ前国家評議会議長が二十五日、死去した。九十歳だった。実弟のラウル・カストロ現議長が、国営メディアを通じて「キューバ革命の最高司令官が午後十時二十九分、死亡した」と明らかにした。死因は明らかにされていない。

　引退後も絶対的な指導者として求心力を保持しており、国民が動揺する可能性もある。ただ二〇〇八年に元首である議長を退いた後は、ラウル氏の政権運営が安定しており、社会主義政権は維持されるとみられる。キューバは昨年七月、米国と約半世紀ぶりに国交を回復し、米国は段階的に経済制裁を緩和している。

	２００２年５月、ハバナで開かれたメーデー集会で演説するフィデル・カストロ国家評議会議長（当時）＝ロイター・共同
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　カストロ氏は一九五三年、親米バティスタ政権の打倒を目指し、モンカダ兵営を襲撃したが失敗。一時メキシコに亡命したが、ラウル氏やアルゼンチン人の活動家チェ・ゲバラらとともに五六年に帰国し、ゲリラ戦を展開して五九年にキューバ革命を実現させた。

　キューバは六一年に米国と断交。社会主義を宣言し、旧ソ連との関係を深めた。六二年にはソ連製核ミサイルの受け入れを決断し、世界を米ソ核戦争の瀬戸際に立たせる「キューバ危機」を招いた。後ろ盾だったソ連の崩壊後は、経済政策が行き詰まり、国民は苦しい生活を強いられた。

　カストロ氏は二〇〇六年七月に腸内出血で手術を受けていた。遺志により、遺体は火葬される。キューバ政府は葬儀が東部サンティアゴデクーバで十二月四日に行われると発表した。

　一九九五年と二〇〇三年に来日し、広島も訪れた。今年九月に日本の首相としてキューバを初訪問した安倍晋三首相に、「キューバでは広島と長崎の悲劇が語られている。両国は核のない世界をつくるという点で一致している」と語った。

 

カストロ前議長死去　ゲリラ率い左翼の「砦とりで」

東京新聞2016年11月27日 朝刊

 　世界中のメディアがイラク戦争を追っていた二〇〇三年三月、フィデル・カストロ氏は広島を訪れた。慰霊碑に献花した後、「このような野蛮な行為を決して再び犯すことのないように」と芳名録に記した。

　敵対する米国への当て付けだったのかもしれない。だが帰国後の国会演説で「日本人は憎しみの言葉を発しないどころか、二度と起きないようにと平和を願う記念碑を建てた」と紹介したエピソードからは、単なる反米国家の独裁者とは異なるイメージが浮かぶ。

　死ぬ覚悟は、とうの昔にできていただろう。ゲリラ軍を率いていた時、身の安全を案ずる部下に「死ぬときは何をしても死ぬ。リーダーが先頭を行かなくて、誰がついてくるのか」と言い切り、七十歳を前に「ここまで生きるとは思わなかった。人は死すとも思想は残る」と演説した。

　キューバを米国の植民地状態から解放した国民的英雄は、米国から見れば自由主義を脅かす独裁者。米国が仕掛けた暗殺計画は六百回に上るといわれるが、カストロ氏は革命政権を半世紀近くも率い、社会主義の理想を追った。教育と医療の無償化で、高い識字率と長い平均寿命を実現。人種差別はほとんどなく、犯罪率の低い国家に導いた。ひげと軍服、情熱的な演説で民衆を引きつけ、反米の旗手として世界各地の左翼勢力を支えた。ソ連崩壊後もその姿勢を崩さなかった。

　「とりでが包囲された状況では、意見の相違は裏切りだ」と言論の自由を認めず、反体制派からは批判された。経済的困窮を背景に一九八〇年に十万人の亡命希望者が港に殺到した時は、「出たいやつは出ればいい」と黙認。不満分子を追放して、国内の安定を狙ったという見方もある。

　功罪を評価するのは難しいが、本人にとっての革命は道半ばだった。仏誌に語ったことがある。「私は地獄に落ち、マルクスやレーニンに会うだろう。地獄の熱さなど、実現することのない理想を持ち続けた苦痛に比べれば何でもない」

　約二年前、カストロ氏と会話した大学生ランディ・ガルシアさんは「すべての革命には終わりがある。新たな思想が生まれる時が来る」と謙虚に話した姿が印象的だったと話す。かたくなに自らの思想にこだわったカストロ氏だが、米国との国交正常化に象徴される時代の変化を受けて、次世代にバトンを託す覚悟もしていたのかもしれない。　（ニューヨーク・北島忠輔）

産経新聞2016.11.26 19:55更新 
【カストロ前議長死去】弟・ラウル議長、震える声で深夜の発表…静まり返るハバナ市内

　２０１１年４月、キューバの首都ハバナで行われた共産党大会に出席した、フィデル・カストロ前国家評議会議長（左）と弟のラウル・カストロ議長（ＡＰ） 
　【ニューヨーク＝上塚真由】フィデル・カストロ前国家評議会議長の訃報は、弟のラウル・カストロ議長によって世界に発信された。キューバでは深夜に発表されたこともあり、ハバナ市の反応は静かだったが、「尊敬する指導者を亡くして悲しい」と米メディアのインタビューに答える市民の姿もみられた。
　「親愛なるキューバ国民よ。深い悲しみとともに、お知らせしなければならない」
　ラウル氏は２５日深夜、キューバ国営テレビを通じて兄のフィデル氏の死去を発表。緑色の軍服に身をつつみ、執務室とみられる部屋でひとりカメラに向かい、震えるような声で文書を読み上げた。最後は「勝利に向かって、常に」という革命のスローガンで締めくくった。
　ロイター通信によると、ハバナ市内は２５日夜、目立った混乱はなく、静まり返っていたという。発表が深夜だったため、多くの市民がフィデル氏の訃報を知らない可能性もある。
　同通信によると、同市内の学生は「とても動揺している。世界中から尊敬され愛されている人だ」と語った。米ＣＮＮテレビは、「尊敬している指導者の死は悲しく、受け入れがたい」などと語る市民の声を伝えた。発表を受け、当局が市内のナイトクラブを閉鎖したという報道もある。
　一方、キューバから政治亡命してきた移民が多く住む米フロリダ州マイアミでは大勢の人が路上に集まり、カストロ時代の終焉（しゅうえん）に歓喜した。人々はキューバの国旗などを振り回し、市内を練り歩いた。米メディアに対し、「自由がようやく訪れる」と叫ぶキューバ系移民の姿もみられた。
　【ニューヨーク＝上塚真由】フィデル・カストロ前国家評議会議長の訃報は、弟のラウル・カストロ議長によって世界に発信された。キューバでは深夜に発表されたこともあり、ハバナ市の反応は静かだったが、「尊敬する指導者を亡くして悲しい」と米メディアのインタビューに答える市民の姿もみられた。
　「親愛なるキューバ国民よ。深い悲しみとともに、お知らせしなければならない」
　ラウル氏は２５日深夜、キューバ国営テレビを通じて兄のフィデル氏の死去を発表。緑色の軍服に身をつつみ、執務室とみられる部屋でひとりカメラに向かい、震えるような声で文書を読み上げた。最後は「勝利に向かって、常に」という革命のスローガンで締めくくった。
　ロイター通信によると、ハバナ市内は２５日夜、目立った混乱はなく、静まり返っていたという。発表が深夜だったため、多くの市民がフィデル氏の訃報を知らない可能性もある。
産経新聞2016.11.26 15:59更新 
【カストロ前議長死去】実弟ラウル政権は正念場　カリスマの兄が去り…社会主義体制守りきれるか
　キューバのフィデル・カストロ前国家評議会議長（９０）が死去したことで、実弟のラウル・カストロ議長（８５）による後継体制は正念場を迎えた。
　ラウル氏は長年、歴代の米政権と激しく対立しながら社会主義政権を率いた兄を、ナンバー２の地位で支えた。兄のようなカリスマ性はないものの、２００６年に病気療養入りした兄から議長権限を暫定委譲されて以降、安定した政権運営を継続。オバマ米政権と関係改善に乗り出したほか、経済活性化のため市場原理を部分導入する改革に着手するなど「実利主義者」と評価されている。
　最大の課題は、兄と２人で守り抜いてきた社会主義体制を次世代につなげることだ。政府・共産党の指導部には７０～８０歳代の「革命世代」が多く、若返りが急務だ。１３年にナンバー２の第１副議長に若手を抜擢したほか、自らは１８年に引退すると表明した。（共同）
希代のカリスマ革命家＝世界各地の左翼に影響－フィデル・カストロ氏


キューバ革命成功後、ハバナ入りし、ジープから手を振るフィデル・カストロ氏（中央）＝１９５９年１月（ＡＦＰ＝時事）
　希代のカリスマ革命家がついに逝った。米フロリダ半島まで約１５０キロと目と鼻の先の小さな島国キューバで社会主義革命を成し遂げ、米国と対峙（たいじ）したフィデル・カストロ氏。暗殺未遂事件は６００回を超える。革命政権を維持しつつ、天寿を全うしたこと自体、驚異的だった。
　「歴史は私に無罪を宣告する」。カストロ氏が生前残した数々の情熱的な演説の中で最も有名な言葉だ。１９５３年、親米のバティスタ政権による圧政に抵抗し、若き弁護士カストロ氏は同志らとモンカダ兵営襲撃を敢行した。失敗し拘束されると、自らを裁く公判で類いまれな弁舌を発揮。法廷を「革命プロパガンダ」の舞台に変えた。多くの同志を束ねる求心力、人を引き込む雄弁と情熱。国際社会でも比類のない存在感を持つ指導者だった。
　反米の旗手として、中南米を中心に世界各地の左翼勢力の精神的な支えだった。盟友の故チャベス・ベネズエラ大統領ら強硬な反米左派だけでなく、ブラジルなど穏健左派政権にも多大な影響を与えた。「米国の制裁には１００年でも耐えられる」と豪語して制裁を耐え抜き、アフリカへの「革命の輸出」を進めて、非同盟諸国をけん引した。


フィデル・カストロ前国家評議会議長（左）と実弟のラウル・カストロ議長＝２０１１年４月、ハバナ（ＥＰＡ＝時事）
　圧倒的な指導力で推し進めた革命には副作用もあった。中南米では珍しく非識字者がほぼ皆無という高い教育水準、海外に「輸出」できるほど高度な医療サービスを実現したものの、１９９１年のソ連崩壊後は、東側陣営への砂糖輸出に頼っていた単一的経済が悪化。経済は長く低迷し、閉塞（へいそく）感の強まったキューバからは亡命・脱出者が続出した。
　後を継いだ実弟ラウル・カストロ現国家評議会議長は立て直しに向けて、米国との国交回復や、市場原理を部分的に導入する経済の段階的自由化を余儀なくされた。
　政界引退後も、国営メディアを通じて国際情勢を精力的に論じ、「帝国主義」に対抗する姿勢が色あせることはなかった。「革命か死か。勝利の日まで」のスローガンに象徴される強烈な革命思想。その精神は、欧米の影響下に入るのを嫌う人々の心を今も鼓舞し続けている。（時事通信2016/11/26-17:30）
産経新聞2016.11.26 23:43更新 
【カストロ前議長死去】カリブ海の「赤い植民地」に君臨…反米にのめり込み、あまりに重い負の遺産　

１９６０年５月、釣り大会「ヘミングウェー・カップ」で優勝し、ヘミングウェー（右）と並んで優勝杯を持つフィデル・カストロ首相（ＡＰ） 
　ヒゲ面に軍服姿。「社会主義か死か」というスローガンそのままの姿で、カリブ海の革命政権を率いたキューバの前国家評議会議長フィデル・カストロが死去した。
　農園主の家庭に生まれ、弁護士となりながら、親米バティスタ政権の打倒に身を投じて頭角を現した。蜂起の失敗、投獄、メキシコ亡命という苦節を経て、チェ・ゲバラらと祖国へ再上陸し、キューバ革命は成功した。
　カストロを反米の闘士と持ち上げる声は根強い。だが、英国の歴史家リチャード・ゴットは、著書「キューバ－新たな歴史」で、「キューバはスペイン、米国、そしてソ連による植民地支配を経た世界でもまれな国」と言い切る。
　２０世紀初頭のキューバ独立からバティスタ政権崩壊まで、米国は首都ハバナの政治と精糖業などの主要産業を支配した。革命政権は６０年に米国資産を接収。米側は６１年の国交断絶やピッグズ湾事件などの政権転覆工作、そして長期にわたる経済封鎖を打ち出し、厳しい対立を続けた。
　反米主義にのめり込むあまり、カストロはモスクワの対米戦略に祖国を差し出した。ソ連の弾道ミサイル配備に端を発したキューバ危機（６２年）はその典型であり、東西冷戦下の代理戦争となったアンゴラ内戦への派兵も同様だ。
　２００１年９月、カストロは演説を「祖国か、さもなくば死か。われわれは勝利する」という情熱的な言葉で締めくくった。だが、その長期独裁政権はソ連への忠誠と引き換えに約束され、冷戦崩壊後は反対勢力を抑えることで走りきったにすぎない。本質はカリブ海の革命家というより「赤い植民地」の総督ではなかったか。
　大量のキューバ難民という「棄民」を生んだ国内運営の行き詰まりにも、カストロは在任中、政治の民主化を拒んだ。実弟の現国家評議会議長、ラウル・カストロへの権力移譲は血縁主義との批判を免れない。カリスマ性なき後継政権は、積み残された政治、経済の改革に取り組まざるを得ない。カストロの負の遺産はあまりにも重い。＝敬称略
（元ワシントン支局長　山本秀也）
しんぶん赤旗2016年11月27日(日)

キューバ前国家評議会議長のフィデル・カストロ氏死去　フィデル・カストロ氏の死去にあたって　２０１６年１１月２６日日本共産党幹部会委員長　志位和夫

　キューバのフィデル・カストロ前国家評議会議長の死去の報に接し、深い悲しみを抱いています。ご遺族とキューバ政府・国民のみなさんに、心からの哀悼の意を表します。

　カストロ前議長は、バティスタ独裁政権を打倒したキューバ革命を成功に導き、米国による不当な経済封鎖に抗して、医療や教育を重視したキューバの新しい国づくりに大きな貢献をしてきました。また、国連憲章にもとづく平和秩序と民主的な国際経済秩序を求める非同盟運動の発展のために、大きな足跡を残してきました。

　２０１０年、地域の３３のすべての国が参加して中南米カリブ海諸国共同体（ＣＥＬＡＣ）が設立され、かつて「米国の裏庭」とされてきたこの地域は、米国から自立した平和の地域共同体へと大きく変わりました。この歴史的変化をかちとるうえで、独立と民族自決権を断固として掲げつづけたキューバが、かけがえのない役割を発揮したことは、疑いのないことです。

　カストロ前議長が刻んだ歴史的足跡を想起しつつ、キューバの国づくりが成功をおさめることを心から願うものです。

産経新聞2016.11.26 19:26更新 
【カストロ前議長死去】共産党の志位和夫委員長「米国の経済封鎖に抗し、国づくりに貢献」
　共産党は２６日、キューバ革命を主導したフィデル・カストロ前国家評議会議長の死去について、志位和夫委員長の談話を発表した。主な内容は次のとおり。
　　　　　　◇
　キューバのフィデル・カストロ前国家評議会議長の死去の報に接し、深い悲しみを抱いています。ご遺族とキューバ政府・国民のみなさんに、心からの哀悼の意を表します。
　カストロ前議長は、バティスタ独裁政権を打倒したキューバ革命を成功に導き、米国による不当な経済封鎖に抗して、医療や教育を重視したキューバの新しい国づくりに大きな貢献をしてきました。また、国連憲章にもとづく平和秩序と民主的な国際経済秩序を求める非同盟運動の発展のために、大きな足跡を残してきました。
　２０１０年、地域の３３のすべての国が参加して中南米カリブ海諸国共同体（ＣＥＬＡＣ）が設立され、かつて『米国の裏庭』とされてきたこの地域は、米国から自立した平和の地域共同体へと大きく変わりました。この歴史的変化をかちとるうえで、独立と民族自決権を断固として掲げ続けたキューバが、かけがえのない役割を発揮したことは、疑いのないことです。
　カストロ前議長が刻んだ歴史的足跡を想起しつつ、キューバの国づくりが成功をおさめることを心から願うものです。
前議長の影響「歴史が評価」＝カストロ氏死去に弔意－米大統領
　【ワシントン時事】オバマ米大統領は２６日、キューバのフィデル・カストロ前国家評議会議長の死去に弔意を示すとともに、前議長が人々に及ぼした影響について「歴史が記録し、評価するだろう」と表明した。２０１５年７月に国交を回復した米キューバ関係正常化の流れに、実質的な影響はないとみられる。
　大統領は声明で、キューバ国民や米国内のキューバ系市民が、前議長によって国家や個人の生き方を変更されたことを思い起こし「強い感情に襲われているだろう」と語った。
　オバマ氏自身はキューバとの関係改善に当たって、ラウル・カストロ議長との関係を構築したものの、前議長との実際の接点はなかった。前議長に批判的な米国内のキューバ系市民に配慮したためとされる。（時事通信2016/11/27-01:12）
オバマ氏が弔意　カストロ氏死去、海外首脳が声明 
日経新聞2016/11/26 23:00 (2016/11/27 1:07更新)
　キューバのフィデル・カストロ前国家評議会議長の死去を受け各国の首脳は26日、相次ぎ声明を発表した。
　オバマ米大統領は声明で「われわれは過去を乗り越え、未来を求めて努力してきた」と両国関係の改善を評価した上で、弔意を表した。
　一方、キューバとの関係改善に慎重姿勢をみせていたトランプ次期米大統領はツイッターに一言「フィデル・カストロが死んだ！」と記した。
　ロシア大統領府によると、プーチン大統領は弔電を送り「誠実で信頼のできるロシアの友人だった」と哀悼の意を表した。旧ソ連の最高指導者、ゴルバチョフ氏はロシアメディアの取材に「米国の厳しい経済封鎖と巨大な圧力の中、国を強化し独立した発展の道を進んだ」などと述べた。
　中国の習近平国家主席は弔電で「キューバ人民の偉大な指導者」であり、世界の社会主義の発展に「不朽の功績を打ち立てた」などとたたえた。
　外交関係改善に言及したのがフランスのオランド大統領。「国際社会はキューバを完全なパートナーと考えるべきだ」とキューバへの制裁を全面的に解除すべきだと訴えた。滞在先のマダガスカルで語った。メキシコのペニャニエト大統領はツイッターに「メキシコの友人であり、尊敬、対話と団結を基礎にした両国関係の促進者だ」と投稿した。
　各国メディアも大々的に報じた。ベトナムでは国営テレビが夕方のニュースで５分間にわたって過去の映像を紹介し、革命で社会主義国を築いた英雄としてたたえた。米ＣＮＮなど欧米メディアも死去の速報にはじまり、ほぼカストロ氏一色の報道を展開した。
トランプ氏「残忍な独裁者が死去した」　カストロ前議長
朝日新聞デジタルワシントン＝杉山正2016年11月27日01時27分

２００１年１月、ハバナ郊外でキューバ国旗を手にするフィデル・カストロ国家評議会議長（当時）＝ＡＦＰ時事


　オバマ米大統領は２６日、キューバのフィデル・カストロ氏の死去を受けて声明で弔意を示し、「この非凡な人物が人々と世界に与えた巨大な影響は、歴史が記録し、判断するだろう」とした。オバマ氏はキューバとの関係改善に力を注いだが、次期大統領のトランプ氏は同日、声明でフィデル氏を批判。対キューバ政策の先行きは不透明だ。
　オバマ政権は昨年７月、キューバと５４年ぶりの国交回復を実現。今年３月には現職米大統領として８８年ぶりにキューバを訪問した。声明でも「６０年近く両国は争いや深刻な政治的対立で刻まれた関係だった。我々は協働し、過去から未来に目を向けた」とした。
　一方で、オバマ氏は「キューバの人々は（フィデル氏に）変えられた個人の人生や家族、国家を思い出し、それぞれが非常に強い感情で満たされているだろう」とし、フィデル氏に賛否があることも示唆した。
　トランプ氏は、オバマ政権の対キューバ政策を疑問視している。
　オバマ大統領は、対キューバ禁輸措置の全面解除は共和党が多数の議会の反対で実現できないなか、大統領令で貿易や渡航、金融に関する規制を段階的に緩和し、両国の交流が飛躍的に増した。オバマ政権はキューバの人権状況には引き続き懸念を示しつつ、関係を築くことで内部からの変革を目指した。
　だが、トランプ氏はこの大統領令を「オバマによるカストロ政権への譲歩」と表現。「カストロ政権が要求を満たさなければ覆す」と、政治や信教の自由を確保するよう要求し、キューバとの再交渉も辞さない考えを示していた。トランプ氏は２６日朝、「６０年近く自国民に圧政をしいてきた残忍な独裁者が死去した」とし、「我々の政権はキューバ国民の繁栄と自由のためにできることを行う」とした。
　一方、フィデル氏は米大統領選の行く末を注視し、トランプ氏の信用性に疑問を呈していたとも伝えられている。（ワシントン＝杉山正）
カストロ氏の業績は「苦悩と貧困」　トランプ氏が声明
朝日新聞デジタルワシントン＝杉山正2016年11月27日02時18分
　トランプ次期米大統領は２６日、キューバのフィデル・カストロ氏の死去を受けた声明でフィデル氏を「残忍な独裁者」と呼び、批判した。キューバとの関係改善に尽力してきたオバマ大統領が、声明で弔意を示したのとは対照的だ。昨年、オバマ政権が歴史的な国交回復を実現させた対キューバ政策の先行きは、次期政権下で不透明になりつつある。
　トランプ氏はツイッターで「フィデル・カストロが死んだ！」との一文をツイッターに投稿した後、声明を発表。「今日、世界は６０年近く自国民を抑圧してきた残忍な独裁者の死去を記録した」とし、「盗み、想像を絶する苦悩、貧困、基本的人権の否定」と、フィデル氏の「業績」を列挙した。
　さらに「キューバは全体主義的な島のままだ。しかし、私の望みは、長い恐怖から解かれ、すばらしいキューバ国民が自由に暮らせる未来に向かう転換点に今日がなることだ」とした。
　トランプ氏は対キューバ政策の方針について「我々の政権は、キューバ国民がやっと繁栄と自由を迎えることを保証するため、できる限りのことを行う」と付け加えた。
　オバマ政権は昨年７月、キュー…【続きあり】
産経新聞2016.11.27 05:00更新 
【カストロ前議長死去】トランプ氏、関係改善は続行？それとも…ビジネスマンと反共の顔、交錯
　【ワシントン＝加納宏幸】オバマ米大統領は昨年、歴代政権が懸念を示してきた人権状況を棚上げする形で５４年ぶりにキューバと国交を回復した。しかし、フィデル・カストロ前国家評議会議長が死去したキューバに対し、共和党のトランプ次期米大統領がオバマ氏の路線を踏襲するかは不透明だ。キューバでのホテル事業に関心を持つビジネスマンの顔と、カストロ体制と対峙（たいじ）してきた共和党大統領の顔が交錯する。
　■クリントン氏勝利なら「レガシー」
　米南部フロリダ州の南端から約１４５キロ。キューバでフィデル氏が権力を握った１９５９年の革命で、「裏庭」に出現した社会主義体制に米政権は頭を悩ませてきた。他の反米政権から英雄視され、革命の「輸出」を図る姿勢は自由主義陣営の盟主を自任する米国には目障りな存在だった。
　米国は６１年にキューバと断交したが、フィデル氏が一線を退いた後に登場したオバマ氏は２０１４年１２月、政策転換を図った。
　「関与を通じて私たちの価値を推し進めることで、キューバの人々をより支援できる。５０年にわたる孤立政策は機能しなかった」
　国交正常化への歩みを始めると発表したオバマ氏は１５年７月に国交回復を実現。米国の民主主義に触れさせるという名目で経済交流の拡大、制裁の解除を進めてきた。民主党のクリントン前国務長官が大統領選で勝っていれば、オバマ氏のレガシー（政治的遺産）として残るはずだった。
　■ホテル事業に関心示していたが…
　一方、国交回復直後にはキューバでのホテル事業に関心を示していたトランプ氏は、大統領選の共和党候補指名争いで勝ち進むにつれ、カストロ体制への圧力と人権状況の改善を重視する共和党の伝統的な政策に近づいていった。
　１０月には、カストロ体制に批判的なキューバ系住民が集中する激戦州フロリダでの演説で、人権状況の改善を求め、オバマ氏が大統領令で実施した制裁解除を「逆転」させると述べた。
　制裁の全面解除に向けた最大のハードルが、米企業とキューバとの商取引を厳しく制限するヘルムズ・バートン法（キューバ自由・民主的連帯法）の存在だ。改正を目指しても、キューバ系のルビオ、クルーズ両上院議員ら強硬派が立ちはだかる。トランプ氏の政権移行チームに強硬派の人物が加わったことも、関係改善は見込めないとの見方につながっている。
キューバ制裁、全面解除を＝カストロ氏死去で仏大統領
　【アンタナナリボＡＦＰ＝時事】フランスのオランド大統領は２６日、国際会議出席のため訪問したマダガスカルで、キューバのフィデル・カストロ前国家評議会議長の死去を機に、対キューバ経済制裁を全面解除するよう呼び掛けた。米キューバの関係改善にもかかわらず、制裁の多くは残されている。
　オランド大統領は「キューバを国際社会の完全なパートナーと考えるべきだ。フランスは常に、キューバをパートナーと見なしてきた」と語った。オランド大統領は米キューバ関係改善後の２０１５年５月、西側首脳で最初にキューバを訪問した。（時事通信2016/11/26-23:39）
産経新聞2016.11.27 00:27更新 
【カストロ前議長死去】「時代の終わりと始まり」　ジョンソン英

１９８９年４月、ゴルバチョフ・ソ連共産党書記長（左）にハバナ市内のレーニン像を案内するフィデル・カストロ国家評議会議長（ＡＰ＝共同） 
　キューバのフィデル・カストロ前国家評議会議長が死去したことに対し、英国のジョンソン外相は２６日、「キューバ（という国家）の時代の終わりと、キューバに住む人々の時代の始まりを意味する」とする声明を出した。
　声明は「キューバ革命での指導力により、カストロ氏は賛否両論あったものの、歴史的な存在となった」と指摘。反体制派への弾圧などを念頭に「今後とも英国は、人権問題を含む幅広い外交課題でキューバ政府と協力していく」と結んだ。（共同）
産経新聞2016.11.26 22:27更新 
【カストロ前議長死去】習近平氏「われわれの時代の偉大な人物」と弔電

葉巻を吸うフィデル・カストロ前国家評議会議長（ロイター） 
　中国の習近平国家主席は２６日、キューバのフィデル・カストロ前国家評議会議長の死去について「われわれの時代の偉大な人物だった」との弔電を、同国トップのラウル・カストロ国家評議会議長に送った。中国国営中央テレビが報じた。　中国は同じく共産主義を掲げるキューバと伝統的な友好関係を保っており、国営通信新華社は２６日、死去を速報。国営中央テレビも速報の後、特番を組んでカストロ氏の生涯や、中国とキューバの交流を振り返る映像を繰り返し放送した。　習氏は２０１４年７月、李克強首相は今年９月、それぞれキューバの首都ハバナを訪れ、カストロ氏と会談した。
　中国は、革命後のキューバと１９６０年９月に外交関係を樹立。中央テレビは、中国にとってキューバは「ラテンアメリカで最初の国交樹立国だった」と強調した。（共同）
産経新聞2016.11.27 00:26更新 
【カストロ前議長死去】潘基文国連総長「教育・保健分野で進歩した」
　国連の潘基文事務総長は２６日、キューバのフィデル・カストロ前国家評議会議長の死去を受け「カストロ氏の下でキューバは教育や保健分野で進歩した」と功績をたたえ、哀悼の意を表明した。
　訪問先のトルクメニスタンの首都アシガバードで開いた記者会見で語った。潘氏は２０１４年１月にキューバでカストロ氏と会談し、気候変動問題などについて活発な議論をしたと振り返り、その死を悼んだ。（共同）
「世界史の一時代を象徴」プーチン氏、カストロ氏を称賛
朝日新聞デジタルモスクワ＝駒木明義2016年11月26日19時56分
　ロシアのプーチン大統領は、キューバのフィデル・カストロ氏の死去を悼むメッセージをラウル・カストロ国家評議会議長に送り、「この傑出した政治家の名は、現代世界史の一時代を象徴していた」と故人をたたえた。
　この中で、プーチン氏は「フィデル氏は、誠実で信頼できるロシアの友人だった。ロシア・キューバ関係の発展、あらゆる分野における緊密な戦略的協力のために巨大な貢献をした」と指摘した。
　フィデル氏は２０００年に、大…【続きあり】
産経新聞2016.11.26 20:39更新 
【カストロ前議長死去】プーチン露大統領が弔電「自由なキューバ、手本となった」
　【モスクワ＝黒川信雄】ロシアのプーチン大統領は２６日、キューバのフィデル・カストロ前国家評議会議長の死去を受け、弟のラウル・カストロ議長に弔電を送り、「あなたとすべてのキューバ国民に対し、最も深い哀悼の意を表明する」と述べた。
　プーチン氏は「この卓越した政治家の名は、時代の象徴として現代史に刻まれている」と指摘し、「彼とその仲間が築いた自由で独立したキューバは、多くの国々の手本となった」と称賛した。
産経新聞2016.11.26 22:28更新 
【カストロ前議長死去】「政治面の直接的影響、大きくない」辻豊治・京都外大ラテンアメリカ研究所所長
　対米関係の改善を見届けたフィデル・カストロ前国家評議会議長の死去は、一つの時代がはっきり終わったということだ。キューバ国民には、革命のカリスマ的指導者を失ったというショックがあるだろうが、政府としては（フィデル氏の死は）想定内で、すでに権力が集中せず、若い世代で引っ張っていけるようになっている。政治、政策の面で直接的な影響はそれほど大きくないだろう。
　キューバは伝統的経済が通じなくなっており対外的に開放せざるを得ない。現在の最大の産業は観光で、外国企業の誘致政策もある。日本、欧州との関係に影響はなさそうだが、トランプ米次期大統領がどういう政策を打ち出してくるか分からないため、米国との関係が読めず大きな不安材料だ。外資や観光客が米国から来れば、十分経済的にやっていける。
ヒロシマ「繰り返してはならぬ」＝来日時にカストロ氏－オバマ氏演説批判も


広島平和記念公園の原爆死没者慰霊碑に献花後、黙とうするキューバのフィデル・カストロ前国家評議会議長（右）＝２００３年３月、広島市中区
　２５日に死去したキューバのフィデル・カストロ前国家評議会議長は、２００３年３月に来日した際、自ら希望して広島市の平和記念公園を訪問。「人類はこのヒロシマの苦しんだ経験を繰り返してはならない」と述べ、原爆犠牲者への哀悼の意を表していた。
　広島訪問時にカストロ氏は、原爆死没者慰霊碑に献花し、黙とう。視察した平和記念資料館では「このような野蛮な行為を決して犯すことのないように」と記帳し、広島訪問を望んだ理由を「哀悼と尊敬の気持ちを表したかった」と説明した。


広島平和記念資料館を視察し、被爆直後の市街地の展示模型を見ながら質問するキューバのフィデル・カストロ前国家評議会議長（右端）＝２００３年３月、広島市中区
　米国と旧ソ連が核戦争の瀬戸際に立たされた１９６２年のキューバ危機にも触れ、「私たちはもう少しで広島と同じ犠牲者になるところだった。核兵器よりも強いのは人間の勇気だ」と述べていた。
　今年５月のオバマ米大統領の広島訪問後には、キューバ共産党機関紙に寄せたコラムで「多数の住民を殺害したことへの謝罪の言葉が欠けていた」と、オバマ氏の演説を批判。広島、長崎への原爆投下について「犯罪的な攻撃だ」と言及した。（時事通信2016/11/26-17:36）
安倍首相、カストロ氏死去で弔意＝「情熱的だった」
　安倍晋三首相は２６日、キューバのフィデル・カストロ前国家評議会議長が死去したことを受け、「謹んで哀悼の意を表する」とのメッセージを発出した。９月に同国を訪問しフィデル氏と会談したことにも触れ、「世界情勢について情熱を込めて語られる姿が印象的だった」と述べた。
　日キューバ友好議連会長を務める自民党の古屋圭司選対委員長はコメントで「２５年前にキューバを訪問して以来何度も会談し、人間的魅力とリーダーシップがひしひしと伝わった」としのんだ。（2016/11/26-20:54）
安倍首相、カストロ前議長死去に「哀悼の意」
朝日新聞デジタル2016年11月26日20時48分
　安倍晋三首相は２６日、キューバのフィデル・カストロ前国家評議会議長の死去を受け、「謹んで哀悼の意を表します。日本政府を代表して、キューバ政府及び同国国民、ご遺族の皆様に対し、ご冥福をお祈りします」とのコメントを発表した。
　安倍首相は９月に日本の首相として初めてキューバを訪問し、カストロ氏と会談したことにも触れ、「世界情勢について情熱を込めて語られる姿が印象的だった」とした。会談では、北朝鮮問題や広島・長崎への原爆投下などについて意見交換した。
　首相は、日本キューバ友好議員連盟会長の古屋圭司・自民党選挙対策委員長を政府特使として葬儀に派遣する方向で調整する。
首相「情熱込めて語る姿が印象的」　カストロ氏死去で哀悼の意 
日経新聞2016/11/26 20:23
　安倍晋三首相は26日、キューバのフィデル・カストロ前国家評議会議長の死去を受けて「キューバ革命後の卓越した指導者。謹んで哀悼の意を表する」との談話を発表した。９月に現職首相として初めてキューバを訪れた際にカストロ氏と会談したことに触れ「世界情勢について情熱を込めて語られる姿が印象的だった」と振り返った。
　公明党の山口那津男代表は都内で開いた党会合で「９月に党として（キューバを）訪問し、首相の親書をお持ちしたが、体調が悪いということで会見がかなわなかった。冥福を祈りたい」と惜しんだ。共産党の志位和夫委員長は談話で「米国による不当な経済封鎖に抗して、医療や教育を重視したキューバの新しい国造りに大きな貢献をしてきた」とたたえた。
　日本政府は1959年のカストロ政権発足後も同国と国交を保ち、昨年のキューバと米国の国交正常化を踏まえて、さらなる関係強化に取り組んでいる。すでに実弟のラウル・カストロ国家評議会議長や政権ナンバー２のディアスカネル国家評議会第１副議長ら後継者との関係構築を進めており、フィデル氏の死去が両国関係に大きな影響を及ぼすとの見方は少ない。
産経新聞2016.11.26 19:07更新 
【カストロ前議長死去】古屋圭司・日本キューバ友好議員連盟会長「心から哀悼の意」

自民党の古屋圭司選対委員長＝８月２９日、東京・永田町の自民党本部（斎藤良雄撮影） 
　日本キューバ友好議員連盟会長を務める自民党の古屋圭司選対委員長は２６日、フィデル・カストロ前国家評議会議長の死去について談話を発表した。主な内容は次のとおり。
◇
　キューバ革命を成功させ、５０年近く国家元首を務めたフィデル・カストロ元国家評議会議長が亡くなりました。心から哀悼の意を表します。
　私は２５年前に当選１回生の議員として初めてキューバを訪問以来、カストロ氏とは何度も会談し、人間的魅力とリーダーシップをひしひしと伝わりました。日本とキューバは友好的な関係を築いており、議員連盟として、短期債務の解決や文化振興に取り組んできました。
　もっとも印象に残っているのは、２０００年にキューバを訪問し、債務問題の解決交渉の最終段階でカストロ氏自身の手書きによる条件のペーパーを自らのポケットから取りだし提示。これを受け入れ、合意に至ったことです。
　最後にお目にかかったのは、おととし１月に私邸を訪ねたときです。現役のころから質素な家に住み続けていることも、国民が信頼し続けたことにつながるのでしょう。心からご冥福をお祈りいたします。
亡命キューバ人ら「歓喜」＝カストロ前議長の死去に－米


２６日、米フロリダ州マイアミ近郊で、キューバのフィデル・カストロ前国家評議会議長の死去を祝うキューバ系市民ら（ＥＰＡ＝時事）
　【マイアミ（米フロリダ州）ＡＦＰ＝時事】キューバのフィデル・カストロ前国家評議会議長の死去を受け、社会主義体制を嫌って米国へ亡命したキューバ系市民の間では、「キューバ解放だ」「自由を」などと歓喜の声が上がった。
　キューバ系の多いフロリダ州マイアミでは２６日未明、前議長死去のニュースが瞬く間に拡散。多数の住民が街頭に繰り出し、車のクラクションを鳴らしたり、キューバ国旗を振りながら太鼓を打ち鳴らしたりして、喜びを表現した。
　２０年前にキューバを脱出した教師、パブロ・アレンシビアさん（６７）は「人の死を喜ぶのは悲しいことだが、あの人物（カストロ前議長）は生まれるべきではなかった」と主張。「今、心配なのは悪魔だろう。フィデルが（地獄へ）行って、悪魔の仕事を奪おうとするのだから」と冗談を飛ばした。（時事通信2016/11/26-22:04）
米国が生んだ「反米の英雄」　カストロ氏の理想と現実
朝日新聞デジタルハバナ支局長兼ロサンゼルス支局長・平山亜理2016年11月26日23時59分
　２５日に死去したキューバのフィデル・カストロ前国家評議会議長は、資本主義の超大国、米国に異を唱える第三世界の指導者として半世紀以上、カリスマ的な存在感を保ち続けた。老いて公職を退いてなお、反米姿勢を貫き続けた。
　盟友チェ・ゲバラらとともに独裁政権を打倒した１９５９年のキューバ革命で世界を驚かせたフィデル氏。当時３２歳だった。
　当初から「反米の英雄」だったわけではない。革命直後には、米国との関係正常化を模索していた。
　だが米国は６１年、米系資産の接収などを受けて国交を断絶。さらにＣＩＡ（米中央情報局）を通じて亡命キューバ人に軍事訓練を施し、キューバに侵攻させたが失敗した「ピッグス湾事件」を起こした。
　「たとえ彼らが原子爆弾を持って襲いかかってこようとも、我々は抵抗する」
　事件直後、フィデル氏はこう演…【続きあり】


カストロ氏死去で沈む市民、一方で喜ぶ亡命キューバ人も
朝日新聞デジタルロサンゼルス＝平山亜理、ワシントン＝杉山正2016年11月26日22時53分

キューバの国営テレビでフィデル・カストロ前国家評議会議長の死去を伝える弟のラウル現議長＝ロイター

米フロリダ州マイアミの「リトル・ハバナ」で２６日、フィデル・カストロ前国家評議会議長の死去を受け、街頭で喜ぶ人たち＝ロイター。「リトル・ハバナ」には多くの亡命キューバ人が住む

米フロリダ州マイアミの「リトル・ハバナ」で２６日、キューバのフィデル・カストロ前国家評議会議長の死去を受け、街頭で喜ぶ人たち＝ロイター。「リトル・ハバナ」には多くの亡命キューバ人が住む
　フィデル・カストロ前国家評議会議長の死去が、キューバの国営テレビで伝えられたのは２５日深夜。夜遅かったため、ハバナ市内は静かだったが、長らく国を率いたカリスマ的な指導者の死に、市民の間からは沈痛な声が漏れた。
　フィデル氏の指導の下でバチスタ政権と闘ったという同市内のホセ・オイェル・タマヨさん（７１）は、知人からの電話で死去を知った。「いつかは、と思っていたが、大きな喪失感だ」と沈痛な声で話した。
　学生のサリエル・バルデスピノさんは「とても動揺している。誰が何を言おうと、彼は世界が尊敬し、愛した人物だった」とロイター通信に語った。
　政府メディア「クバデバテ」は、「キューバが泣いているが、９０年間もいてくれたことに感謝する」と伝え、各国首脳からの哀悼の言葉を紹介した。
　ロイター通信によると訃報（ふほう）が流れた後、営業していたナイトクラブがすぐに閉店するなどしたという。
　一方、多くの亡命キューバ人らが住む米フロリダ州マイアミの「リトル・ハバナ」では２６日未明、数千人がサルサのリズムに乗って喜びを表した。ＡＰ通信によると、死去が発表されてから３０分も経たずに人々が集まり出し、「キューバ、自由」などと連呼。亡命キューバ人の男性は同通信に「みな、喜んでいる。もう（フィデル氏が）損害をもたらすことがなくなった」と話した。
　マイアミは、革命政権によって財産を失うなどしたキューバ人が移り住んだ主要都市の一つ。長年、祖国に戻れずに、カストロ政権に反感を募らせてきた人々やその子孫が多く住んでいる。（ロサンゼルス＝平山亜理、ワシントン＝杉山正）
野球に情熱注いだカストロ氏、「日本に学びたい」
朝日新聞デジタル安藤嘉浩2016年11月26日20時32分
　キューバは国をあげて野球の強化を図っており、五輪で３度金メダルを獲得したほか、日本のプロ野球や大リーグで多くの選手がプレーしている。カストロ前議長は野球に対する情熱を持ち続けていたという。
　鈴木義信・全日本野球協会副会長は、４０年ほど前に日本代表コーチとしてキューバで開かれた大会に参加したとき、試合前にベンチに来て、日本選手一人ひとりと握手をしてくれたことを覚えている。
　２００６年には、東芝のグループ会社（東芝メディカル）社長としてキューバを訪れ、カストロ氏と３時間ほど会談した。８０歳を前に、「これからはエネルギー革命と医療革命を成し遂げたい」と語っていたという。
　第１回ワールド・ベースボール・クラシック（ＷＢＣ）で、日本が決勝でキューバを破って優勝した直後だったこともあり、「王貞治監督が『やっぱりキューバが一番強かった。ナンバーワンだ』と言っていた」と伝えると、「勝負は結果だ。これからは日本の野球を学びたい」と話したという。（安藤嘉浩）
「好々爺」「オーラ感じた」　カストロ氏、日本にも縁
朝日新聞デジタル2016年11月26日20時26分

２０１２年にハバナで開かれたフォーラムでフィデル・カストロ氏（左）と笑顔で話す福島大准教授の丹波史紀さん＝丹波さん提供
　２６日（日本時間）に死去したキューバの前国家評議会議長フィデル・カストロ氏は核廃絶に関心を寄せ、２００３年には広島の原爆資料館を訪れていた。突然の知らせに、生前のカストロ氏と交流のあった人たちはありし日に思いをはせた。
　東日本大震災の被災地復興に取り組む福島大准教授の丹波史紀さん（４２）は、１２年にキューバの首都ハバナで開かれたフォーラムでカストロ氏から「福島の教訓を世界に伝えよう」と声をかけられた。広島・長崎の被爆者を前に「私の方が高齢だ」と冗談を言って笑わせたり、「お互いに健康に留意しよう」と話しかけたりした。「革命家という怖いイメージだったが、フレンドリーで笑顔がチャーミングな人だった。国際政治の場で核廃絶や平和を発信していただけに残念だ」と話した。
　長崎市の原口貞夫さん（８５）も、同じ場でカストロ氏と面会した。「穏やかな好々爺（こうこうや）のように見えた」と話す。「一人でも多くの人が被爆者の話を聞くことが、核廃絶のきっかけになる」と言われ、「精いっぱい体験を語っていこう、と背中を押された」。別れ際、「いつまでもお元気に」と手を握ると、「お相撲さんのように大きくて、包み込まれました」。
　カストロ氏の姿は、写真家にも強い印象を残した。
　東京都の元写真家、近藤彰利さ…【続きあり】
広島の被爆者、「残念」　カストロ氏悼む
朝日新聞デジタル高島曜介、松崎敏朗2016年11月26日20時22分
　世界中を大型客船で航海して被爆体験を語る活動に参加し、２０１２年にハバナでフィデル・カストロ前国家評議会議長と面会した広島の被爆者で在日韓国人２世の李鐘根（イジョングン）さん（８７）＝広島市安佐南区＝は「核兵器廃絶を心から願う本当に惜しい人を亡くした。もう一度会いたいと願っていたのに、残念です」と語った。
　面会した際に被爆者の体験談を目を見開いて聴いていたというカストロ氏は「こんな悲惨な話は絶対に世界に伝え残さなければならない」と語り、被爆者らと固い握手を交わしたという。
　李さんは「顔は迫力があるが親身であたたかい、お父さんのような方だった。安らかにお眠りください」と話した。
　同じ活動に参加した石川律子さん（７２）＝広島市西区＝は当時のカストロ氏を「被爆者の体験にじっと耳を傾けていたのが印象的だった」と振り返った。自国の歴史を語った際は、一時間半余り休むことなく話し続けたという。
　石川さんのノートには「核廃絶を実現しないと、地球と人間は滅ぶ」とカストロ氏が話した言葉がつづられている。「被爆者に寄り添いながら『核兵器はいけない』と大きな声をあげられる人がいなくなったのは大きな喪失」と述べた。（高島曜介、松崎敏朗）
「象徴」カストロ氏死去　「政治的インパクトは小さい」
朝日新聞デジタル聞き手・高野裕介2016年11月26日17時58分
■恒川恵市・政策研究大学院大学特別教授（政治学）
　フィデル・カストロ氏の死は、長い間健康上の理由で療養していたこともあり、国内外では「織り込み済み」だったであろう。国内では弟のラウル現議長の後継者についての議論がすでに始まっており、現実政治へのインパクトはそれほど大きくはない。
　キューバ国民も、フィデル氏が象徴的な存在だということをわかっている。ラウル氏の政権が進める経済改革で、生活が上向いていることも感じている。
　一方で、キューバ共産党内の保…【続きあり】
カストロ氏死去　首脳会談５分「残念だった」村山元首相
毎日新聞2016年11月26日 23時15分(最終更新 11月26日 23時15分)
　カストロ氏と１９９５年１２月に首相官邸で首脳会談をした村山富市元首相は「投獄されても一生、社会主義革命を貫き通した偉大な指導者。とてもまねはできない。あの毅然（きぜん）とした表情は今も忘れられない」としのんだ。 
　会談は開始から５分もしないうちにカストロ氏が突然打ち切り、帰ってしまったという。「戦後の日米の関係について説明しようとアメリカの話題を持ち出したことが何か誤解を招いたようだ。社会党の総理大臣だからと向こうも（米国の批判を）期待していたのだろう。尊敬する指導者とじっくり話し合いたいと思っていただけに、残念だった」と振り返った。 
キューバ革命の英雄の死「政権の求心力高めるのでは」
朝日新聞デジタル聞き手・金順姫2016年11月26日17時57分

小池康弘・愛知県立大教授
■小池康弘・愛知県立大教授（ラテンアメリカ政治外交）
　フィデル・カストロ氏の死去にともなって、キューバ政権内での世代交代が一気に進むだろう。ラウル氏の国家評議会議長の任期は２０１８年までで、本人も引退を明言している。フィデル氏、ラウル氏に代表される革命の第一世代が表舞台から降り、政権のナンバー２、ディアスカネル国家評議会第１副議長をはじめとする５０代後半から６０代前半の人材による集団指導体制へと移行していくはずだ。
　短期的にみると、フィデル氏と…【続きあり】
カストロ氏死去　ローマ法王も議長宛て弔電
毎日新聞11月26日 23:32
　ロイター通信によると、キューバのフィデル・カストロ氏の死去を受け、フランシスコ・ローマ法王は２６日、「深い悲しみの気持ちを表する」というスペイン語の弔電をラウル・カストロ国家評議会議長宛てに送った。ローマ法王は、米国とキューバの２０１５年７月の国交正常化に向けた秘密交渉で仲介役を果たしていた。
　キューバのカトリック教会はキューバ革命で反革命派を支持し、無神論者のカストロ氏に長く弾圧されてきた。１９９８年にヨハネ・パウロ２世が法王として初めてキューバを訪問した後、徐々に「雪解け」が進んだ。フランシスコ法王は中南米出身で、１５年９月にキューバを訪問し、カストロ氏と会談した。【福岡静哉】
カストロ前議長、12月４日に埋葬 
日経新聞2016/11/26 22:52
　【メキシコシティ＝丸山修一】25日夜に死去したキューバのフィデル・カストロ前国家評議会議長の遺体は26日に火葬された後、12月４日に東部のサンティアゴ・デ・クーバで埋葬される。スペインの通信社ＥＦＥが葬儀委員会の発表として伝えた。サンティアゴはキューバ革命の端緒となったモンカダ兵営襲撃のあった場所で、カストロ氏が幼少を過ごした地にも近い。
　一方、ロイター通信などによると、カストロ氏の死去に伴いキューバは９日間の服喪期間に入る。29日にはハバナの革命広場で国民向けの関連行事も行われる。予定されていた軍事パレードなどの行事は延期される。
[FT]米欧同盟の決裂避けよ　トランプ氏、ＮＡＴＯ批判 
ロシア台頭を誘引、経済的利益も喪失 
日経新聞（フィナンシャルタイムス）2016/11/27 3:30
　うろたえるのはやめろ――。トランプ次期米大統領は、まさに欧州が必要としていた衝撃を与えた。あまりにも長い間、米国に甘やかされてきた欧州諸国は、自分たちの防衛は自分たちで担うべきだとしてきた同氏の警告を歓迎すべきだ。欧州の政策立案者たちは米大統領選の結果に慌てふためき、今、欧州防衛から米国が抜けないよう必死に望みを探している。


イラスト Ingram Pinn/Financial Times
　だが、そんな望みは一つもない。米国のパートナーとしての欧州には確かに至らない点が多くある。ただ、それが何であれ、トランプ氏は欧州を含め世界を不安定で危険な場所にするだろう。自国は自分たちで守れという方針が、欧州の人々に自分たちの安全保障についてもっと責任を負うよう促すことになれば、それに越したことはない。だが、それで今後の見通しが変わるわけではない。
■トランプ氏の外交、自国での安保主張
　トランプ氏は外交政策をまだ策定中だ。本人と側近たちの公式声明から判断すると、政策は矛盾だらけだ。例えば「米国第一」の孤立主義は、軍事費を増やす公約とは両立しない。ただ明白なのは、経済的ナショナリズムを追求し、米国が1945年以降担ってきた世界的な責任から手を引くということだ。北大西洋条約機構（ＮＡＴＯ）を長年批判してきたトランプ氏は、日本も韓国も、ＮＡＴＯ加盟国のドイツ、ポーランド、フランス、英国なども、米国の同盟国は自国の安全保障は自分で何とかすべきだと考えているようだ。
　グローバリズムへの敵視は、今の米国民が抱く感情と一致する。アフガニスタンとイラクに侵攻し、大きな代償を払って以来、米中西部に海外派兵を求める声は少ない。イラク戦争は米国の力の誇示を意図したが、結局は国の弱さを浮き彫りにした。いくら軍事力があっても派兵する相手国の政治的同意がないと、できることには限界がある。
　欧州は米国の防衛予算にただ乗りしてきたというトランプ氏の主張には一理ある。多くの欧州の政治家はあえて無視してきたのかもしれないがこの点は認識している。理解できないのは、ロシアの失地回復主義を一番恐れてきた東欧諸国が民主化を遂げて間もないのに、なぜ防衛予算をあれほど大幅に削減したのかだ。
■過去の孤立主義、政策の代償重く
　欧州には、欧州のＮＡＴＯへの貢献が不平等であっても、それを正当化する理論を構築している人がいる。いわく、欧州は共産主義崩壊後はリベラルな国際主義のいわば「手本」となり、それを広めていく責任を負ってきた。だから米国が唯一の超大国として平和を維持すればいい、と。米政府から見ると、これは決して割に合う取り決めではなかった。だがいずれにせよ、（ソ連が崩壊し）今後は民主主義が広がり、世界が欧州のようになっていくと、ほんのしばし思えた時から長い歳月が過ぎた。
　ただ、米国が世界の警官官を務めてきたのは事実だが、それは米国の利益に大いにかなったからだった。ルーズベルトやトルーマンなど歴代の米大統領は、米国が20～30年代に孤立主義の政策を取ったことによる代償を知っていた。その意味でＮＡＴＯは、ソ連共産主義が抱く世界的、反米的な野望に対する防衛の最前線だった。
　戦後の国際経済の構造も同じように米国の意向に沿ってつくられた。欧州は米国に守られ安全で豊かな地域となり、米多国籍企業には魅力的な市場となった。米企業は開かれた国際秩序のおかげで多大な利益を享受してきた。その後、ベルリンの壁崩壊で、前提が若干変わった。ＮＡＴＯ加盟国は旧共産国に民主主義を根付かせ、アジアやアフリカの新興国にリベラルな「ワシントン・コンセンサス（米主導の経済政策理念）」を浸透させるはずだった。
　ところが、この10年で状況が変わった。開かれた貿易体制による恩恵を最も受けたのが中国だったからだ。とはいえ、米国に保護主義政策を取ることが自国の利益につながると考える有力企業は皆無に近い。
■戦略的パートナー「欧州以外にない」
　同盟関係など実に容易に骨抜きになる。今も冷戦の時代と同様、ＮＡＴＯの命運はひとえに「同盟国を守る」という米国の言葉にかかっている。もしトランプ氏が、友人のギングリッチ元米下院議長のように「エストニアなどサンクトペテルブルク郊外にある街にすぎない」などと考えていたら、西側諸国はもはやロシアに負けたも同然だ。米国が北大西洋条約第５条の集団防衛の取り決めを放棄するつもりだとロシアが考えたら、欧州諸国が防衛予算をいかに増やしても、ＮＡＴＯのロシアに対する抑止力は効かなくなるだろう。
　これはトランプ氏にはどうでもいいことかもしれない。旧ソ連領にあった国をロシアの勢力下に戻せばいいではないかと提案する「現実主義者」は米国にも欧州にもいる。トランプ氏はそうした専門家の助言に耳を傾けるかもしれない。だが、真の現実主義者なら、米国はその見返りにロシアから何を得るのかと問うはずだ。頼りにならない同盟国だとの評判の悪化以外、得るものはほとんどない。
　欧州連合（ＥＵ）は問題を抱えているかもしれないが、米国にとっては最も豊かな海外市場だ。しかし、もし同盟関係が破綻すれば、米国はこうした経済的利益以上に多くを失うことになる。ＥＵという旧友を見捨てても、覇権国としての地位や名声を取り戻すことはできない。
　欧州が過去数十年間担ってきた役割とは、米国が国益を追求することは国際的に正当性があるとのお墨付きを与えることだった。首脳・閣僚級会合「ミュンヘン安全保障会議」のイッシンガー議長（元ドイツ外務次官）が米ニューヨーク・タイムズ紙に寄稿したように「トランプ氏が世界中、どこを探しても、米国の戦略的利益を守るのに欧州以上のパートナーを見つけることはできない」のだ。
　欧州諸国は防衛費を増やすべきだし、ロシアの脅威や中東の混乱に対処するための戦略が必要なのも確かだ。だが、トランプ氏が歴史上最もうまくいっている同盟といえる欧州との関係を決裂させたら、「ついに米国は欧州に言ってやった」などと思う米国人がいるかもしれないが、とんでもないことだ。
By Philip Stephens
（2016年11月25日付　英フィナンシャル・タイムズ電子版）
(c) The Financial Times Limited 2016. All Rights Reserved. The Nikkei Inc. is solely responsible for providing this translated content and The Financial Times Limited does not accept any liability for the accuracy or quality of the translation.
米新政権　安保担当副補佐官に保守系の女性評論家

東京新聞2016年11月26日 夕刊
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　【ワシントン＝後藤孝好】トランプ次期米大統領は二十五日、新政権の大統領副補佐官（国家安全保障担当）に、保守系の米ＦＯＸニュースの女性評論家キャスリーン・マクファーランド氏（６５）＝写真、ＡＰ・共同＝を起用すると発表した。

　マクファーランド氏は一九七〇～八〇年代、共和党政権で安全保障問題を担当し、レーガン政権では国防次官補代理を務めた。キッシンジャー元国務長官の側近として知られる。

　オバマ大統領のテロ対策は不十分であると批判し、「イスラム教徒による聖戦は西洋文明への戦争だ」と指摘していた。安保担当補佐官となるマイケル・フリン元国防情報局長とともに、イスラム教徒への対決姿勢を強める可能性がある。

　トランプ氏は声明で「彼女には、われわれの新政権を引き立てる経験と才能がある」と述べた。

　また、補佐官・法律顧問として弁護士のドナルド・マクガーン氏を指名すると発表した。トランプ氏は声明で「政権で重要な役割を果たす」と指摘。世界的な不動産ビジネスと大統領職が利益相反を招くとの批判に反論するための理論武装を進めるとみられる。
衆院選区割り、100選挙区にメス　東京は全区対象も 
2016/11/25 23:39情報元
日本経済新聞　電子版
　衆院選挙区画定審議会（区割り審、会長・小早川光郎成蹊大客員教授）は25日、小選挙区定数の「０増６減」や「１票の格差」の是正を踏まえた新たな区割り案の作成に本格着手した。対象は20都道府県で約100選挙区に及ぶ見通し。2013年の前回見直しと比べて対象の選挙区は倍以上となり、幅広い現職議員に影響を及ぼす可能性がある。
　25日の会合では、見直し対象となる都道府県の知事から聴取した意見の報告を受けた。…【続きあり】
回避地法人役員に一時就任判明　小室哲哉氏や元外交官も

共同通信2016/11/27 05:00

　音楽家の小室哲哉氏やイラク戦争に反対した元外交官の天木直人氏が、タックスヘイブン（租税回避地）の法人の役員を一時務めていたことがパナマ文書の分析で26日、新たに判明した。

　両氏は役員就任を認めている。一方、人気漫画「キャンディ・キャンディ」で知られる漫画家いがらしゆみこ氏や、横浜商科大（横浜市）の大村達弥理事長の名もあったがいずれも関係を否定、第三者が無断で名前を使ったとの見方を示した。

　回避地法人の所有や役員就任に法的問題はないが資産や経済活動が公になりづらく、各国で対策が議論されている。

　小室氏は2001～02年に英領バージン諸島の法人の役員だった。

パナマ文書にいがらしゆみこさんの名前　別人の筆跡か
朝日新聞デジタル編集委員・奥山俊宏2016年11月27日05時08分

パナマ文書の中にあった英領バージン諸島の法人の登記関係資料。いがらしゆみこさんの本名が漢字で記されているが、本人の筆跡ではないという


　人気漫画「キャンディ・キャンディ」で知られる漫画家のいがらしゆみこさんの名前が、カリブ海のタックスヘイブン（租税回避地）にある会社の役員として「パナマ文書」に載っていることがわかった。事務所によると、いがらしさんは「まったく身に覚えがない」と話しているという。
　南ドイツ新聞と国際調査報道ジャーナリスト連合（ＩＣＩＪ）が入手したパナマ文書によると、いがらしさんの名前があったのは、英領バージン諸島の会社の登記関連資料。１９９８年１２月から２００２年３月まで、役員を務めたことになっていた。住所がいがらしさんと一致し、後任の役員に娘の名があった。
　事務所によると、いがらしさんは「びっくり。なんじゃらほいっていう感じ」と困惑。資料には、いがらしさんと娘の署名が同じ筆跡による漢字で記されていたが、いがらしさん母娘のものとは別の筆跡だという。事務所は「第三者が勝手に名前を使ったのではないか」としている。
　パナマ文書にはほかにも著名人…【続きあり】
産経新聞2016.11.27 06:54更新 
【パナマ文書の衝撃】パナマ文書に小室哲哉氏や天木直人氏の名前…租税回避地の法人役員に一時就任　キャンディキャンディのいがらしゆみこ氏らも　本人は否定　
　音楽家の小室哲哉氏やイラク戦争に反対した元外交官の天木直人氏が、タックスヘイブン（租税回避地）の法人の役員を一時務めていたことがパナマ文書の分析で２６日、新たに判明した。
　両氏は役員就任を認めている。一方、人気漫画「キャンディ・キャンディ」で知られる漫画家いがらしゆみこ氏や、横浜商科大（横浜市）の大村達弥理事長の名もあったがいずれも関係を否定、第三者が無断で名前を使ったとの見方を示した。
　小室氏は２００１～０２年に英領バージン諸島の法人の役員だった。事務所を通じ「そういう登記があったとは知っているが詳しいことは分からない」と説明した。
　天木氏は０５年、同諸島の法人の役員になったが、この法人は１年余で登記が消された。天木氏は「中国人と共同のビジネスに誘われ出資したが失敗した。仮に利益が出れば日本で申告するつもりだった」と話した。
社説　憲法の岐路　衆院審査会　亀裂映す自民の草案
信濃毎日新聞11月26日
　与野党の考えがこうも隔たっていては議論の深まりは望めない。改憲項目を絞り込むのは到底、無理―。
　衆院憲法審査会の論戦に、そんな感想を持った人が多いのではないか。
　焦点は自民党が４年前にまとめた改憲草案だった。国防軍創設や天皇元首化を盛り込んだ内容に、かねて国民の批判も強い。自民はそのままの形では審査会に出さない意向を表明しているものの、撤回はしていない。
　審査会では民進党の枝野幸男幹事長が「草案は立憲主義に反する」と指摘。安保法についても「憲法解釈を一方的に変更した」と批判した。共産、社民の委員も、自民草案と安保法について同じような趣旨を述べている。
　自民の中谷元氏は立憲主義に反するとの批判について、「安倍政権に対する単なる好き嫌いで使っている」と反論。上川陽子氏は「抽象的な言葉のみで憲法論議が閉ざされることがあってはならない」と述べた。
　安倍内閣は２年前、集団的自衛権の行使は憲法上許されないとする歴代内閣の憲法解釈を一方的に変更して行使に道を開いた。昨年は憲法違反との批判が強い安保関連法を成立させた。
　草案、安保法への批判は事実に立脚している。好き嫌いの話ではないし、抽象的な言葉でもない。
　表現の自由を巡るやりとりも見過ごせない。自民草案が「公益および公の秩序」に反する場合は表現の自由は認められないとしていることについて、中谷氏は「当然のこと」と述べた。
　表現の自由は国民が権力を監視し、主権者として意思を示すためにも欠かせないものである。だから今の憲法は一切の前提条件なしに「表現の自由は、これを保障する」と定めている。
　表現の自由に制約を加えることを「当然」と述べる姿勢にも、憲法への無理解がのぞいている。
　自民草案は他にも、政府に超法規的な権限を与える緊急事態条項、家族の相互扶助を定める規定など、民主主義と両立しにくい内容を含んでいる。自民が草案を撤回しない限り、実のある憲法論議は難しいだろう。
　立憲主義とは何か、自民草案は近代憲法の理念にかなっているのか―。こうした問題で与野党が対立した憲法審は、改憲論議の土俵が整っていないことをあらためて浮き彫りにしている。 

信濃毎日／2016/11/26 10:05
社説　軍事情報協定／不安を残す性急な締結

　日韓両政府が、軍事情報包括保護協定（ＧＳＯＭＩＡ）を締結した。安全保障分野の機密情報共有を可能にする取り決めだ。今後に不安も残す。手放しで歓迎することはできない。
　国同士で機密性の高い軍事情報を提供し合う際、第三国への漏えいを防ぐために結ぶ。軍事技術のほか暗号情報、高度のシステム統合技術など、あらゆる情報が対象になる。日本は米国やオーストラリアなどとも締結している。
　韓国とは２０１２年に交渉が進んだものの、世論の反発を受けた韓国政府が締結の直前に延期を申し入れ、棚上げになった経緯がある。発効により、これまで米国を介して共有してきた北朝鮮に関する情報を日韓で直接やりとりできるようになる。
　問題は、韓国の政治が混迷を深める中で締結されたことだ。
　親友の国政介入疑惑で朴槿恵大統領の求心力は低下している。朴政権は外交実績として締結の意向を示してきた。政策の遂行が行き詰まる前に―と、慌ただしく踏み切ったのだろう。
　朴政権の退陣を要求する野党は日本との安保分野での協力に否定的だ。締結を決めた閣議には野党系のソウル市長が出席し、政権は既に正統性を失ったとして協定に反対した。こんな状態で円滑に運用できるのか、疑問がある。
　韓国の世論も注視していく必要がある。植民地支配の歴史的経緯から自衛隊との協力には拒否感が根強い。朴氏退陣を求める大規模集会で協定も批判されている。矛先が日本に向くかもしれない。対日感情が悪化する展開は避けなくてはならない。
　情報共有とともに日米韓の軍事協力は加速する可能性がある。３カ国は先月、北朝鮮への圧力強化の方針を確認している。９月には北朝鮮をけん制するため、米軍の戦略爆撃機と日韓の戦闘機がそれぞれ訓練を行った。こうした場面が増えるのではないか。
　協定について北朝鮮は「朝鮮半島で核戦争の危険を一層増大させる」と非難していた。中国も「冷戦思考にこだわり、軍事情報協力を強化することは平和的発展の時代の潮流に合わない」と批判している。北東アジアの緊張が高まるようでは本末転倒である。
　今回、協定の署名式は韓国国防省で非公開で行われた。日本政府は締結前日の閣議決定も公表しなかった。現時点で締結を急ぐ必要があったのか、今後の協力の在り方をどう考えているのか。政府は国民に詳しく説明すべきだ。

山陰中央新報／2016/11/26 12:05
社説　日韓の軍事情報保護協定／国内の混乱波及させるな

　日本と韓国が安全保障分野の機密情報を共有するための軍事情報包括保護協定（ＧＳＯＭＩＡ）に署名、即日発効した。約４年間も棚上げ状態にあった協定締結により、増大する北朝鮮の核・ミサイルの脅威に対する日米韓による協調体制の機能強化が図られることになる。
朴槿恵（パククネ）大統領の親友女性による国政介入疑惑で韓国政局の混乱は長期化しているが、混乱が協定運用の足を引っ張るようなことがないよう韓国に求めたい。
　歴史的経緯もあり、韓国には日本との安保協力に対する警戒感や反対論が根強い。２０１２年６月、国内世論への説得不足を懸念した韓国が、署名の数時間前に延期を要請した苦い教訓もある。
　しかしこの４年間、北朝鮮の軍事的脅威は確実に高まった。特に今年は、１月と９月に核実験を強行したほか、潜水艦発射弾道ミサイル（ＳＬＢＭ）を含むさまざまなタイプの弾道ミサイルを開発、発射を繰り返している。日本の排他的経済水域（ＥＥＺ）や防空識別圏内の日本海に着水させたこともあった。
　歴史問題を軽視するわけではないが、こうした現実の脅威に対処するため、日米韓で北朝鮮に関する軍事情報を共有することは欠かせない。
　これまでは米国が日本と韓国に対し、２国間ベースで軍事情報を共有、日韓は米国を介して情報提供を受けてきた。これでは、分秒を争う弾道ミサイル発射への対応などは後手に回る。
　今回の協定により日本の偵察衛星による分析情報と韓国の脱北者からもたらされる北朝鮮の内部情報や軍事境界線付近で傍受した通信情報などが、日米韓でほぼ同時に共有されるようになるとみられる。
　特に、日本海に展開する海上自衛隊のイージス艦と、黄海に展開する韓国海軍のイージス艦が相互に収集した北朝鮮の弾道ミサイル発射動向や軌跡データなどを共有できるようになれば、日米韓の迅速な対応の支えになる。
　今後の協定運用で最大の懸念は、長期化する韓国の政局混乱だ。朴大統領は起訴された親友女性の国政介入疑惑を捜査中の検察が要請した事情聴取を拒否、自らの責任を回避しようと徹底抗戦の構えだ。最新の支持率は、歴代大統領で最低値を更新する４％に落ち込んだ。国会は朴大統領に対する弾劾訴追案を採決する動きを加速させており、１２月初めにも採決に掛ける方針だ。
　もし弾劾が成立すれば、朴大統領の職務は一時停止され、首相が大統領権限を代行することになる。今回の協定に強く反発、廃棄を主張する野党が国会運営で主導権を握れば、協定運用にブレーキをかける懸念も出てくる。
　また、今回の協定は１年ごとに自動更新されることになっている。このため、来年１２月の大統領選挙で野党主導の政権が誕生すれば、協定が白紙化される事態も起きかねない。
　米国のトランプ次期政権の対アジア政策が不透明な現在、日韓は安保をはじめあらゆる分野で連携を強化することが求められている。国内の混乱を外交政策や安保分野に波及させないような危機管理意識の徹底を韓国に望みたい。

南日本新聞／2016/11/26 8:05
社説　日韓情報協定／両国民の支持が肝要だ

　日韓両政府が、安全保障分野の機密情報共有を可能にする軍事情報包括保護協定（ＧＳＯＭＩＡ）に署名し、即日発効した。
　これまで主に米国を介して共有してきた北朝鮮に関する軍事情報を、直接やりとりすることができるようになる。
　核実験やミサイル発射を繰り返す北朝鮮の脅威は増している。米国を交えた３カ国の防衛面の連携が強化され、迅速で的確な対応につながることは評価できる。
　ただ、具体的にどのような情報をやりとりするかはこれからの協議次第だ。韓国政局の混乱も、円滑な運用の不安材料である。
　実効性のある運用には、互いの信頼構築がカギとなる。両国民に丁寧に説明することで支持を得ることを忘れてはならない。
　日本側は、地理的に北朝鮮に近い韓国のレーダーによる偵察情報などに期待している。韓国側は、北朝鮮が開発する潜水艦発射弾道ミサイル（ＳＬＢＭ）への対処で、日本の潜水艦や哨戒機の情報が「大きな助けになる」とする。
　気掛かりなのは、すべての情報が無条件に「秘密指定」されることだ。
　日本側は、２０１３年に成立した特定秘密保護法が協定を支えているとし、政府関係者は「大半が特定秘密になる」と説明する。
　政府は、署名前日に協定を閣議決定した事実も発表していない。
　日韓両国は１２年にも締結交渉を進めたが、当時の李明博（イミョンバク）政権が国内世論の反発を受け、署名当日に延期になった経緯がある。
　今回も、朴槿恵（パククネ）大統領の親友の国政介入疑惑で内政が混迷していることから、韓国世論を刺激しないよう配慮したとみられる。
　だが、重要な協定に関する基本的な事実が国民に説明されなかったことへの批判は免れない。今後、協定を隠れみのにした恣意（しい）的な情報隠しはあってはならない。
　韓国の国政の先行きが見通せないことも懸念される。
　韓国国内では朴氏が「外交成果」とするため、駆け込みで協定を締結したとみられている。
　野党は日本との安全保障分野での協力に否定的で、協定にも反対の立場だ。
　野党３党は来月上旬にも朴氏の弾劾訴追案を採決する方針で、可決されれば大統領権限は停止される。そうなれば、ＧＳＯＭＩＡの運用にも影響する可能性がある。
　北朝鮮は協定に対し、「朝鮮半島で核戦争の危険を一層増大させる」と反発する。
　ミサイル発射などの揺さぶりも予想される。日韓両政府には、慎重なかじ取りを要望したい。

社説　揺らぐ民進

宮崎日日新聞2016年11月26日

◆目指す政権の姿と道筋示せ◆
　早期の衆院解散がささやかれる中、民進党の腰が定まらない。安倍政権に対抗する野党共闘を目指しているものの、民進、自由、社民各党との連立政権を前提とした明確な協力構築を求める共産党とそれに反対する支持母体の連合との間で板挟み状態に陥っている。
　党勢回復が期待された蓮舫代表の体制となっても支持率は低迷したまま。目指す政権の姿と、そこに至る道筋を描けていないのが要因だろう。野党第１党の低迷は、安倍政権のさらなる独走を許す。民進党は支持者、有権者に対し、自分たちがどこに向かおうとしているのかを明確にしてほしい。
連合と共産の板挟み
　民進党とは対照的に共産党の戦略は明確で、野党連立構想を唱え続けている。安全保障関連法が成立した昨年９月、志位和夫委員長は安保法制廃止に特化した「国民連合政府」を提唱した。
　さらに今月中旬の中央委員会総会では安保法制の廃止に加え「格差と貧困の是正」「環太平洋連携協定（ＴＰＰ）や沖縄問題での強権阻止」「憲法改悪反対」を一致点とした「野党連合政権」を目指す方針を打ち出した。
　蓮舫代表は次期衆院選小選挙区での共産党との候補者調整について「有権者にとって野党対与党というシンプルな構図が選びやすい」と前向きな考えを示している。
　しかし、相互推薦など表だった協力は拒否、野党連合政権構想に対しても「共産党の片思いの話」と述べ、応じない意向だ。
　連合が、共産党との協力や連立を否定しているためだ。長い間、共産党系の労組と対立してきた経緯が背景にある。神津里季生会長は「共産党とは目指す国家像が異なり、政権選択選挙で手を組むことはあり得ない」と言い切る。
　１０月に行われた二つの衆院補欠選挙でも、野党は候補を一本化したものの、民進党は、共産党とは「相互推薦なし、政策協定なし、横並びの街頭演説なし」の原則で臨んでいる。
不明確な衆院選対応
　こういった対応に志位氏は「連合は『共産党と一線を画せ』と要求している。連合の要求に従う道を選ぶのか、野党と市民との共闘の道を選ぶのか」と反発。さらに小選挙区の大半で候補者を立てる方針を表明、民進党に踏み込んだ協力を築くよう求めている。
　民進党執行部には「次の衆院選で政権を取ろうとは思っていないので政権選択にならない」として協力に前向きな声がある。だが、衆院選が政権を選ぶ選挙であることは否定できない。民進党自体が定数４７５の過半数となる２３８小選挙区に候補を擁立しようとしているのは、次の衆院選が政権選択であることを示している。
　共産党と組まないのなら、どんな政権をつくるのか。民進党に投票する上で不可欠な判断材料だ。
　目の前の議席増だけに心を奪われて、国民の信を失うようなことがあってはならない。 

朝日新聞／2016/11/27 6:00
社説　沖縄と基地／「負担軽減」への遠い道

　沖縄県の米軍北部訓練場７８２４ヘクタールの約半分が、来月２２日に返還される。首相官邸と沖縄でそれぞれ式典が開かれる。
　返還は１９９６年の日米特別行動委員会（ＳＡＣＯ）最終報告に盛りこまれていた。２０年越しの懸案が実現すること自体は評価したい。
　一方で疑問や不安も多い。
　安倍首相は９月の所信表明演説で、沖縄の基地負担の軽減策としてこの問題に触れ、「一つ一つ、確実に結果を出すことによって、沖縄の未来を切り拓（ひら）いてまいります」と述べた。
　はたして返還の先に待ち受けているのは、首相が言うような明るい未来なのだろうか。
　訓練場は見返りなしで戻ってくるわけではない。
　老朽化したヘリコプター着陸帯（ヘリパッド）にかわり、豊かな森を伐採して新しい着陸帯を六つ造ることが条件だ。工事に抗議する県民らを、警備中の大阪府警の警察官が「土人」とののしったのは記憶に新しい。
　手続き上の疑念も、深まりこそすれ解消していない。
　ヘリパッド建設は県の環境影響評価（アセスメント）の対象とされず、代わりに政府は独自アセスを行った。米軍普天間飛行場への配備計画が明らかになる１１年まで、オスプレイが新パッドを使うことは隠された。
　独特の低周波音を含む騒音や風圧による被害拡大は確実で、翁長雄志（おながたけし）知事や地元村長はアセスのやり直しを求めているが、政府にその考えはないようだ。
　ほかにも、年内完成をめざして工事を急ぐあまり、樹木を切り倒す方法を手作業から重機に変えたり、計画と異なる作業用道路の建設を急に決めたりしている。アセスの前提が崩れているにもかかわらず、県が異議を唱えても顧みられない。
　米海兵隊がまとめた「戦略展望２０２５」には、「使用に適さない土地を返還し、限られた土地を最大限に利用できる訓練場を開発する」とあり、事実、米軍に提供されている河口域と新パッドを結ぶ新しい訓練道路の建設工事も始まった。
　負担軽減とは名ばかりで、文書にあるとおり、施設の効率配置による基地機能の強化が進むのではないか。いま沖縄では、そんな懸念が広がっている。
　今回の返還によっても、全国の米軍専用施設の面積のうち沖縄が占める割合は、約７４％から７１％とわずかに減るだけだ。
　この小さな県に、いつまで重い荷を背負い続けさせるのか。県民が実感し納得できる軽減の道をねばり強く探り、実践する。それが政治の責務だ。

西日本新聞／2016/11/26 12:00
社説　漂流するＴＰＰ／通商・成長戦略を練り直せ

　日本が描いてきた通商戦略・成長戦略に冷や水が浴びせられた。
　米国のトランプ次期大統領が、来年１月の就任初日に、環太平洋連携協定（ＴＰＰ）からの離脱を表明する意向を示したためだ。
　米国は、ＴＰＰ参加１２カ国の国内総生産（ＧＤＰ）合計の約６０％を占める。米国抜きでは発効に必要な８５％に達しない。１２カ国が約５年半の歳月をかけ、難産の末に合意に達した２１世紀型の貿易ルールを一国の事情だけで簡単にほごにされては困る。
　まずは自由貿易の果実を忘れて保護主義・自国第一主義に走る米国に翻意を促すことが大事だ。そして同時に、わが国の通商・成長戦略の練り直しも必要になろう。
　世界貿易機関（ＷＴＯ）の多角的貿易交渉の停滞以来、日本の通商戦略は「メガＦＴＡ」と呼ばれる多国間での自由貿易協定（ＦＴＡ）を主軸に進めてきた。ＴＰＰはその第１弾だ。承認をてこに日中やインドが交渉する東アジア地域包括的経済連携（ＲＣＥＰ）、日中韓ＦＴＡ、日本と欧州連合（ＥＵ）の経済連携協定（ＥＰＡ）の交渉を加速するシナリオだった。第一歩はつまずいた格好だが、その他の交渉を失速させず、リードしていくことが必要だ。
　日本の成長戦略も見直しが迫られよう。ＴＰＰ発効を減速気味の「アベノミクス」の起爆剤に－とのもくろみは頓挫しつつある。政府は発効による貿易活性化で、国内産業の生産性が向上し、賃金上昇や消費拡大など経済の好循環が生まれると主張。ＴＰＰ発効でＧＤＰが１３兆６千億円押し上げられ、７９万５千人の雇用が生まれると試算していた。
　これが「ご破算」となれば、金融・財政政策に限界が見える中、潜在成長率を高めるための実効性ある政策がいよいよ必要となる。
　今回の離脱表明で警戒すべきは、トランプ氏が代案として「米国に雇用と産業を取り戻す公平な２国間協定の交渉を進める」と述べたことだ。２国間協定となれば日本はＴＰＰ以上の譲歩を迫られる恐れもある。慎重に構えたい。

社説　年金改革法案　将来への不安残す採決
北海道新聞11/26 08:55
　与党はきのう衆院厚生労働委員会で、年金給付を抑える新しいルールを盛り込んだ年金制度改革法案の採決を強行した。
　年金制度は、現役世代が保険料を納めて高齢者を支える仕組みだ。新ルールは現役世代の賃金が下がった場合、その下げ幅に合わせて年金額を引き下げる。
　だが民進、共産両党などは年金の減額が大きくなるとして「年金カット法案」と呼び、激しく反発している。
　与党は環太平洋連携協定（ＴＰＰ）関連法案に続き、数の力で押し切った。
　高齢者の年金額を減らさず、現役世代につけを回さない方法はないのか。
　年金は国民全体にかかわる問題だけに与野党とも知恵を絞り、合意点を見いだせるよう議論を尽くすべきである。
　新ルールは二つの柱がある。
　一つは２０２１年度以降、現役世代の賃金が下がった時に、たとえ物価が上昇していても、賃金に合わせて年金額を引き下げる。物価より賃金が大きく下がった時も、賃金に合わせて引き下げる。
　もう一つは、少子高齢化に合わせて年金額の伸びを抑える仕組みの強化だ。
　いままでデフレ時にはこの仕組みを適用してこなかったが、１８年度から不適用分を物価や賃金上昇時に繰り越せるようにする。
　こうした措置を取らないと現役世代が年金をもらうときに十分な財源が確保できないのだという。
　できるだけ現役世代につけを回さないようにするのは当然だ。少子高齢化が進み、年金を支える人が減るだけになおさらである。
　だが、年金は余裕のある人も、そうでない人も抑制される。医療や介護の負担も重くなっている。
　これ以上、年金が減ると生活を切り詰めるのが容易でない高齢者も少なくないだろう。
　実際に年金だけで生計を立てられない高齢者は増えている。今年８月に生活保護を受けた世帯のうち、６５歳以上の世帯は５割を超え、過去最多だった。
　政府は消費税率の１０％への引き上げ後、低所得高齢者向けに年金を最大年６万円上乗せする制度の導入を検討している。
　だがこれだけではとても十分とは思えない。
　与野党の駆け引きで終わらせてはならない。年金は世代間の信頼が土台になければ成り立たない。求められているのは、どの世代も納得できる制度づくりである。
社説　年金改革　暮らしと制度の両立を
秋田魁新報2016年11月26日 掲載 
　将来の年金支給水準を確保するため、支給額を抑制する年金制度改革法案が、衆院厚生労働委員会で与党などの賛成多数で可決された。民進、共産両党が審議継続を求めて抗議する中、与党が採決を強行した。
　年金は国民全てに関わる身近な制度だけに、丁寧な審議が求められる。だが、法案に盛り込まれた抑制策によって将来どれだけ支給額が減るのか、厚生労働省と民進党それぞれの試算に差があることなどについて、審議が尽くされたとは言い難い状況だった。
　環太平洋連携協定（ＴＰＰ）承認案の衆院特別委員会採決に反対した野党を念頭に、萩生田光一官房副長官はそうした国会対応を「田舎のプロレス」と評して発言を撤回、謝罪したが、発言の前段では「強行採決なんていうのは世の中にあり得ない。審議が終わって採決するのを強行的に邪魔する人たちがいるだけだ」と述べている。
　政府・与党の正当性ばかり主張し、野党の役割をないがしろにする発言だ。採決が強行された背景に、そのような独善的な発想があるのではないかと危惧を覚える。政府・与党には異なる意見に耳を傾け、徹底的に審議に応じる姿勢を求めたい。
　法案には、毎年度行われる支給額の改定について、二つの抑制策が盛り込まれている。一つは、保険料を負担する現役世代に配慮し、物価が上がっていても賃金が下がれば年金を減額する「賃金スライド」の導入。もう一つは、賃金や物価が上がった場合でも、支給総額の伸びを長期にわたって約１％ずつ抑える「マクロ経済スライド」の強化だ。デフレ時は適用しない決まりだが、実施しなかった抑制分を翌年度以降に持ち越し、景気回復時にまとめて実施する。
　年金は、現役世代の保険料と国庫負担を中心に、不足分は積立金を取り崩して財源にしている。少子高齢化に伴い保険料収入が減少する一方、年金受給者は増えており、制度を持続させることが大きな課題だ。
　政府は、抑制策によって支給水準を引き下げることが年金財源の余裕を生み、将来世代にも一定水準の支給が可能になるとし、世代間の公平性が保たれると主張する。法案が成立すれば、マクロ経済スライドの強化は２０１８年度から、賃金スライドは２１年度から実施される。
　一方、野党は「老後の暮らしが成り立たなくなる」と反発する。厚労省は抑制策が０５年度から実施された場合、１０年後の支給額は国民年金（老齢基礎年金）で１人当たり３％、月２千円ほど減額になると試算したが、民進党は独自試算で５・２％の減額になるとし「年金カット法案」と批判している。
　老後の暮らしと制度の持続性をどう両立させるのかは避けて通れない難しい問題であり、与野党が知恵を絞る必要がある。野党はぜひとも対案を示し、建設的な議論につなげてほしい。
社説　年金制度改革　丁寧な説明が求められる
新潟日報2016/11/26
　年金で生活する高齢者は大きな不安を抱えている。政府は丁寧に説明し、理解を得る努力をしなければならない。
　年金支給額の抑制を強化する年金制度改革法案が２５日の衆院厚生労働委員会で可決された。
　政府は「持続可能な年金制度のためには法改正が必要」として今国会での成立を目指しているが、野党は「年金カット法案」と批判し、徹底抗戦の構えだ。
　現行ルールでは、賃金が下がっても物価が上がれば年金額を据え置いた。２０２１年度以降は、賃金が下落すれば年金額も下げる。
　また、毎年度の改定で年金額を１％程度ずつ抑える「マクロ経済スライド」の仕組みを強化する。
　懸念されるのは、年金生活者の暮らしである。
　厚生労働省は、法案に盛られた新ルールが２００５年度に施行されていたと仮定した場合の試算を公表している。
　それによると、本年度の国民年金（老齢基礎年金）の支給額は約３％、月２千円程度減るが、４３年度は想定と比べて約７％、月５千円程度増える。
　厚労省は、順調な経済状態が続く前提で試算した。民進党が「国民に誤解を与える」と批判したのは当然だ。
　政府は現実に近い条件で支給額を再試算し、結果を公表するべきである。
　政府は消費税率を１０％に引き上げるのに合わせ、低年金の人に最大で年６万円を給付する方針だ。
　しかし、年金が年間どれだけ支給されるのかが分からなければ、給付額が妥当かどうかも判断できないだろう。
　制度改革によって年金を抑制すれば、高齢者の生活への影響は避けられない。一方、現行制度のままでは、若年層の年金に対する不安は解消されない。
　年金制度は、現役世代から高齢者への「仕送り方式」で運営されている。痛みは世代間で分かち合わざるを得ない。
　高齢者と現役世代双方が納得できる制度に向けて建設的な議論が必要である。
　年金を巡っては、年金を受け取るのに必要な加入期間を現行の２５年から１０年に短縮する年金機能強化法改正案が可決、成立した。
　来年１０月から約６４万人が新たに年金を受けられるようになる見通しだ。高齢者の貧困対策になるよう期待したい。
　ただし、加入期間が短ければ、支給額は低い。１０年の期間を満たした時点で納付をやめ、低年金の人が増える懸念は拭えない。
　約１３０兆円の積立金を運用する年金積立金管理運用独立行政法人（ＧＰＩＦ）は１４年１０月から株式の運用割合を増やした。
　運用は株価変動の影響を大きく受けるようになった。単年度の損益は年金額にすぐには響かないが、赤字が続けば将来の年金財政を圧迫する可能性はある。
　年金制度改革法案には、理事長に権限を集中させず、重要事項は合議制で決めるとしたＧＰＩＦの組織改革も盛られた。国民から信頼される組織を目指してほしい。
中國新聞／2016/11/26 10:00
社説　年金改革法案／不安置き去りの採決だ

　臨時国会で焦点となっている年金制度改革法案が衆院厚生労働委員会で、自民、公明両党などの賛成多数で可決された。
　改革法案は、将来の年金水準を確保するため、支給額の抑制を強化する内容が柱である。老後の暮らしに直結する問題だけに、政府には丁寧な説明が求められていたはずだ。
　だが、「審議が深まっていない」と採決に反対する民進党など野党に対し、与党は「２０時間を超えれば十分」と押し切った。単に時間の問題ではないが、同じような重要法案の場合、約３０時間は審議している。拙速との批判も仕方あるまい。
　数の力で押し切るかのような与党の国会運営が何度も繰り返されるのが残念でならない。制度改革に対する国民の疑問や不安も払拭（ふっしょく）されたとは言い難い。
　将来いくら年金が受け取れるのか、不安に思う人は少なくないだろう。その上、物価と賃金で支給額を決めるルールも複雑で、分かりにくかった。
　これまでは、物価が上がれば年金額は据え置かれていたが、物価が上昇しても現役世代の賃金が下がれば給付額を引き下げるよう改定される。年金の給付水準を少しずつ引き下げる「マクロ経済スライド」を強化するルール変更も盛り込まれた。
　賃金の下落幅で年金が減額される点を捉えれば、民進党などが批判するように「年金カット」のルール変更といえる。
　しかし、公的年金制度は現役世代から集めた保険料で高齢者への給付を賄う「仕送り方式」が基本である。一定の給付財源を世代を超えて分け合う仕組みになっているため、いまの高齢者への給付額が多ければ、将来世代にしわ寄せが及ぶ。逆に抑制に早く取り組めば、将来の給付水準が改善される。
　若い世代につけを回さないよう、年金財政のバランスを取るのが狙いといえる。世代間で痛みを分かち合うという意味では、今回のルール変更もやむを得ない選択ではなかろうか。
　ただ、問題となるのは、年金の多い人も少ない人も給付が同じように抑えられる点だ。低年金で暮らす人たち低所得者に対するセーフティーネットは欠かせないだろう。
　国民年金（基礎年金）は満額でも月額約６万５千円しかない。政府は、１０％への消費税増税に合わせ、低所得者向けに年額６万円の給付金を用意していると強調するが、十分とはいえまい。
　きのうの衆院厚労委に参考人として出席した、貧困問題に取り組むＮＰＯ法人代表は「年金がわずかでも減ると、生活を相当圧迫する」と訴え、制度改革に反対したのはうなずける。
　与党は法案を２９日にも衆院を通過させた上で、今国会での成立に万全を期すため、３０日までの会期を延長する方針である。延長幅は週明けにかけて調整されるが、参院で衆院以上の審議時間を確保しようとすれば、来月末まで会期を延長しても足らない。
　今国会での成立にこだわる理由は見当たらない。年明けの通常国会に持ち越しても構わないのではないか。
　苦しい生活を強いられている低年金者の痛みを和らげると同時に、世代間の公平をどう図るのか。負担と給付の在り方について誠意ある議論を望みたい。

産經新聞／2016/11/27 6:00
主張　医療・介護改革／能力に応じて負担したい

　政府が大枠をまとめた医療・介護保険改革の特徴は、高齢者の負担増に踏み込んだ点である。
　７０歳以上の医療費自己負担の上限は、特例で現役世代よりも低額に抑えてきた。低所得者を除いてこれを縮小する。
　７５歳以上の医療保険料を最大９割軽減している措置も、段階的に廃止する。介護保険では、高所得者の自己負担を２割から３割に改める予定だ。
　高齢者向けサービスには過度な優遇策が少なくない。だが、見直しは世論の反発を恐れて進められてこなかった。「聖域」への切り込みに挑んだ意義は大きい。
　高齢化はこれから本番を迎える。にもかかわらず、消費税増税の２度にわたる延期で、財源を確保する道筋はついていない。
　伸び続ける医療・介護費用を賄うためには、支払い能力に応じて負担し、真に必要とする人に重点的にサービスを配分する。その見直しを重ねていくしかない。
　高齢者の負担増と同時に、大企業のサラリーマンらの介護保険料の計算方法を見直し、収入が多いほど納付額が増える「総報酬割」という仕組みを導入することも検討している。年齢にかかわらず「痛み」を分かち合う。こうした流れを確かなものとしたい。
　もっとも、必要なサービスまで受けられなくなってしまうなら、本末転倒である。
　掃除や調理といった要介護度の低い人向けの「生活援助」を介護保険から切り離す案は、見送られる。利用者には、身体的支援をさほど必要としない認知症の人も多数含まれる。妥当な判断だといえよう。
　懸念されるのは、自民党などに負担増への慎重論が目立ちはじめていることだ。
　安倍晋三政権は社会保障費の自然増を年５０００億円に抑える目標を掲げていたが、「ただの目安にすぎない」といった声が相次いでいる。社会保障費の抑制がアベノミクスによる経済成長を減殺するとの意見まで聞かれる。
　だが、今回の負担増策は高所得者を対象としたものだ。必要な人にサービスが行き渡らないといったものではないだろう。
　とはいえ度重なる負担増には国民の不安も広がろう。どこまでサービスの縮小を続けるのか、安倍首相には改革の将来見通しを、ていねいに示してもらいたい。

産經新聞／2016/11/27 6:00
主張　美浜の運転延長／原発含め安定電源確保を

　稼働開始からほぼ４０年を迎える関西電力の美浜原発３号機（福井県）をめぐり、原子力規制委員会が最長２０年の運転延長を認可した。運転延長は関電の高浜１、２号機に次いで３基目となる。
　原発の運転期間は４０年が原則だが、厳しい安全基準を満たせば延長が認められている。規制委の判断は妥当である。安定電源の確保に向けて、今後も適切な判断を下してほしい。
　政府は発電全体の原発比率を２０３０年度に２０～２２％とする目標を閣議決定している。しかし、世論の反発などで原発の新増設は当面難しく、高経年原発の運転延長が欠かせない。
　そのためには、規制委による安全審査の効率化などにも取り組む必要がある。
　関電は運転延長にあたり、地震想定を引き上げ、２０年春までに防潮堤の新設や新たな耐震工事を実施する。電気ケーブルの難燃化も施すとし、規制委から「６０年運転の時点でも安全性は保たれる」とのお墨付きを得た。
　国内では４０年運転ルールに基づき、美浜１、２号機など６基の原発が廃炉を決めている。今後も東海第２（茨城県）や大飯原発１、２号機（福井県）などが相次いで稼働開始から４０年を迎える。
　このまま廃炉が続けば、原発比率の確保は困難となる。それはパリ協定で日本が約束した、温室効果ガスの排出削減にも大きな支障となる。
　安全審査を通じて高経年原発を活用するには、政府による支援などを検討すべきだ。そのうえで安全性の一段の向上に向け、既存原発の建て替え（リプレース）や新増設でも官民で協力したい。
　原発の再稼働が大幅に遅れ、日本では火力発電の比率が高まっている。そうした発電用燃料は海外からの輸入が大部分を占めており、資源小国の日本にとって原発が果たす重要性は変わらない。
　東京都心で観測史上初となる１１月での積雪を記録した２４日、首都圏は寒さで電力需要が急増し、東京電力管内の使用率は９５％に達した。同社は節電を利用者に呼びかけ、水力発電などを駆使して供給を続けた。仮に突発的な停電など不測の事態があれば、生命が脅かされる危険さえあった。
　安全性を確認した原発の早期再稼働を含め、安定した電源確保の取り組みを忘れてはならない。

朝日新聞／2016/11/27 6:00

社説　カストロ氏死去／平等社会の夢、今なお

　フィデルが死んだ。
　１９５９年のキューバ革命で政権を握ってから半世紀近く、フィデル・カストロ氏は、敵対する米国の隣で革命家と独裁者の二つの顔を持ち続けた。
　強烈な個性で国際的にも長く存在感を放った人間像には、社会主義革命が遠い過去のものとなった今なお、世界の不平等を問い続ける力があった。
　豊かな農場主の家で育ったカストロ氏は、もともと共産主義者ではなかった。革命後にカストロ政権を敵視した米国に対抗してソ連と連携。社会主義体制へとかじを切った。
　さらに米ケネディ政権下の出来事が反米主義を固めた。６１年に米中央情報局（ＣＩＡ）が仕掛けた亡命キューバ人による侵攻事件と、６２年にソ連の核ミサイルを米国が海上封鎖で撤去させたキューバ危機だ。
　カストロ氏はアフリカのアンゴラなど世界の紛争に介入し、「革命の輸出」をはかった。国内では平等な社会づくりをめざして医療や教育に力を入れた半面、反体制派や言論の自由を徹底して抑え込んだ。
　冷戦の終結でソ連圏からの支援が絶たれると、国民の生活水準は一気に悪化し、経済は疲弊した。カストロ氏は０８年に国家元首の地位を退いた後は、表舞台から遠ざかっていた。
　この間、キューバをめぐる状況は大きく変わった。弟のラウル氏の指導の下で経済の改革が進む。そして昨年７月、ついに米国との国交が回復した。
　両国の和解に尽力したオバマ米大統領が任期を終えようとするのをまるで見届けるかのように、カストロ氏は世を去った。
　いったん開かれた歴史の扉を再び閉じ、時代を逆回転させてはならない。
　カストロ氏を敵視する亡命キューバ人の支持を受ける米国の共和党は、これまで禁輸の緩和などに強く反対してきた。
　だが、隣国のキューバと安定した関係を築くことは、米国の安全や経済にも資するはずだ。トランプ次期大統領は、ぜひ肝に銘じてほしい。
　キューバの現政権も、もはや強権や言論封殺では国は統治できないと心得るべきだ。
　カストロ氏の革命家としての原点には、大資本による搾取や腐敗への怒りがあった。それはグローバル化に取り残され、格差に苦しむ現代の世界中の人びとの不満とも重なり合う。
　公正で平等な社会をどう平和的に築いていくか。カストロ氏の死を機に、理想と挫折が交錯した２０世紀の歴史を振り返り、改めて世界の未来を考えたい。

日本経済新聞／2016/11/27 4:00
社説　カリスマなきキューバの行方

　キューバのフィデル・カストロ前国家評議会議長が90歳で死去した。「革命の世紀」ともいわれる20世紀の一断面を象徴する指導者のひとりだった。
　米国のビジネス界とも結びついた体制が収奪的だとして反旗を翻したキューバ革命が起きたのは、冷戦さなかの1959年。指揮した前議長は米国との関係悪化を望んでいなかったとされるが、時代はそれを許さなかった。
　米国はカストロ政権を「容共的」だとして国交を断ち、一度ならず転覆しようとした。激怒した前議長はソ連に傾斜した。世界が最も核戦争に近づいたとされる62年のキューバ危機には、前議長の反米感情が作用した面もあった。
　経済政策の面でも前議長はソ連に傾斜し社会主義の道を歩んだ。医療や教育の無償化などを評価する声は少なくないが、米国の禁輸もあってキューバの経済は疲弊した。批判的な声に対し前議長は容赦のない弾圧で応じた。
　カリスマ的な独裁者となった前議長は2008年に一線を退き、弟のラウル・カストロ議長が後を継いだ。当面、大きな政治の混乱はないとみられるが、現議長も85歳と高齢だ。トップの座を兄と弟で半世紀以上も占めてきたことは、奇異というしかない。政治を国民に広く開く新たな行き方を、キューバは求められる。
　オバマ米政権が昨年、54年ぶりにキューバと国交を回復したことを、トランプ次期大統領は選挙戦で批判してきた。米国が「キューバいじめ」に回帰すれば抑圧的な体制の延命を促すことになりかねない。冷静な対応を求めたい。
　中南米では、今は亡きベネズエラのチャベス前大統領のように、前議長を慕う左派の指導者や活動家が、少なくない。ただ、原油安の影響もあり足元では左派政権の多くが苦境に陥っている。
　社会主義的な政策の問題を直視する必要が、改めて浮き彫りになっている。前議長の死去を踏まえて、中南米諸国は地に足のついた歩みを強めなくてはならない。
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